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むつ市議会第２０５回定例会会議録 第４号

平成２２年９月１３日（月曜日）午前１０時開議議事日程 第４号
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（村中徹也） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は27人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

（ ） 、 、〇議長 村中徹也 本日 諸般の報告については

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（村中徹也） 本日の会議は議事日程第４号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（村中徹也） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、鎌田ちよ子議員、中村正志議員、横垣

成年議員、新谷泰造議員の一般質問を行います。

◎鎌田ちよ子議員

〇議長（村中徹也） まず、鎌田ちよ子議員の登壇

を求めます。１番鎌田ちよ子議員。

（１番 鎌田ちよ子議員登壇）

（ ） 。 、〇１番 鎌田ちよ子 おはようございます １番

公明党、鎌田ちよ子です。

質問に入ります前に、一言申し上げます。

長きにわたり市議会議員を務められ、市議会議

長、常任委員会委員長、広域行政事務組合議長を

歴任されました川端澄男元議員さんが６月25日亡

。 。くなられました 心からお悔やみを申し上げます

むつ市議会第205回定例会に当たり、通告に従

い４項目にわたり一般質問をいたします。市長並

びに教育委員会委員長におかれましては、明快か

つ具体的なご答弁、よろしくお願いいたします。

質問の１は、福祉行政について。１、新しい福

祉についてお伺いいたします。法務省は10日、戸

籍が存在しているのに現住所が確認できない

100歳以上の高齢者が全国で約23万4,000人に上る

と発表いたしました。青森市では生存していれば

184歳の女性の戸籍が残っており、勝海舟が誕生

してから３年後の1826年生まれ、本市でも同様の

高齢者が61人、最高齢者は135歳の女性とのこと

でした。戸籍上は生きているのに、自治体も家族

も本人の生を確認できない。世界に誇る日本の長

寿社会の実態であり、言いようのない寂しさと悲

しみを覚えます。

社会は、社会福祉法第１条の目的、第２条の定

義に見られますように、制度として多数の法律が

かかわっています。実に複雑多岐の範囲で、制度

の仕組みとして長い間実施され、例えば生活保護

法や児童福祉法に始まり、近年成立した介護保険

法や障害者自立支援法など、少なくとも20以上の

法律があり、福祉サービスとして国民の利益保護

の役割を果たしています。

ところで、このところ経済や社会構造の変化に

即応して少子高齢化の避けがたい波の中で施設福

祉に比べて在宅福祉に変化の兆しが見えます。相

談を受ける中で、障害認定もしてもらえず、本人

や家族だけで苦しむいわゆる精神疾患の病気など

多発的傾向性、現在の福祉制度のはざまにある人

たちです。例を挙げますと、精神的な病であり、

国民病とも言われているうつ病の問題です。

昨年12月に厚生労働省が発表したうつ病に関す

る患者調査報告書によりますと、全国の患者の統

計数の推移として、14年前の1996年は約43万人、

一昨年2008年までの12年間で2.4倍の約104万人と
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急増しています。さらに、この統計にあらわれな

い有病者数は約250万人と推計され、これは人口

の約２％であり、深刻な実態です。この病気によ

って引きこもり、不登校、更年期障害、自律神経

の不調、さらには対人恐怖症で働きたくても働け

ない、外出もできないという不安感につながり、

本人、そして家族も悩む状況になっています。ま

、 、た 発症する原因や病気の形態もさまざまであり

かつ複雑です。これらの精神治療には、薬物療法

が主軸のため、現代医学での治療にある一定の限

度があると言われています。この病気の傾向を見

るとき、能力を持ちながら社会で力が発揮できな

いことは人材の財産喪失です。

さらに、労働実態として、昨年の４月から12月

までのわずか８カ月の間にこれらの精神疾患によ

る労務補償を請求した件数は、報道によりますと

857件と報告され、これは前年度比の２割増加で

。 、 、す こうした方々に福祉の光を当てるには 年金

医療、介護など従来の社会保障制度の枠組みとは

異なるもう一つの新たな福祉政策の展開が求めら

れています。新しい福祉の視点として、福祉の光

が届きにくい方へ、公助、共助を含め新しい福祉

のあり方についてご所見をお伺いいたします。

２、うつ病対策についてお伺いいたします。日

本精神学会など４学会の共同宣言によりますと、

うつ病を初めとする精神疾患は、先進諸国ではが

んや心臓疾患と並ぶ３大疾患で、がんに次いで重

大な社会的損失をもたらし、国民病とも言うべき

疾患と言われます。平成21年度版の自殺対策白書

では、平成20年における我が国の自殺者は３万

2,249人であり、その原因は健康問題が64.5％と

最も多く、そのうち４割以上をうつ病が占め、総

合的なうつ病対策が重要な課題であることが改め

て浮き彫りになりました。また、昨年末に厚生労

働省が発表した調査では、うつ病の患者数が初め

て100万人を超え、10年足らずに2.4倍に急増して

います。本市におけるうつ病、引きこもりの実態

をどのように認識されているのでしょうか、ご所

見をお伺いいたします。

３、児童虐待についてお伺いいたします。小さ

な命がまた奪われてしまいました。育ち盛りのか

わいい子が親に見放され、命をそぎ落とされてい

ます。むごい事件現場の報道に胸が痛みます。

全国の児童相談所が2009年度に相談を受けた児

童虐待の件数は 過去最多の４万4,000件 2008年、 、

４月に改正児童虐待防止法が施行され、児童相談

所の家庭への立ち入り権限が強化され、警察官の

同行も以前よりは求めやすくなっていると伺いま

した。しかし、経済苦や不安定な就労、ひとり親

家庭、夫婦間の不和、望まぬ妊娠、育児疲れなど

、 。さまざまな要因が浮かび 共通するのは孤立です

、 、職を失い借金を抱え 生活費や居住費に事欠いて

、 、 、かつては親族 友人が頼りになっていたが 地縁

血縁という見えない安全網がほころび、相談した

り救いを求めたりする場は乏しく、解消されない

苦しみや焦りを抵抗できない子供たちに向かわせ

る、そんな姿が浮かび上がってきます。

、 、 、 、１ 児童虐待の実態について ２ 行政や警察

医療機関、幼稚園、保育園、小学校、地域、民生

児童委員の連携体制強化について、３、地域の人

たちが虐待をうかがわせるような事態を見かけた

ときの対処法、周知、子供の安全確保優先の対応

についてご所見をお伺いいたします。

質問の２は、住環境整備について。１、市営住

宅についてお伺いいたします。公営住宅法には、

国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な

生活を営むに足りる住宅を整備すること、そして

住宅に困窮する低所得者に対して安い家賃で賃貸

し、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与する

ことを目的としています。本市の市営住宅管理条

例の目的や趣旨に照らし、現状はいかがでしょう

か。
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１、市営住宅の管理戸数、県内他市との比較に

ついて。２、市営住宅の耐震、バリアフリー化な

ど安全確保について。３、最近の募集状況、申し

込み倍率など、現状についてご所見をお伺いいた

します。

（２ 、空き家、廃屋対策についてお伺いいた）

します。明らかに長い間空き家であると思われる

家、雑草が生い茂り、天井が抜け、窓ガラスが壊

れ、崩壊寸前の住宅を見かけます。このような空

き家や廃屋は核家族化と高齢化、また県外へ出た

子供さんが帰らないなど、それぞれの事情である

と推察されます。そして、長年放置されており、

地域ではさまざまな問題も引き起こしている現状

にあります。放火による火災や自然倒壊の危険、

台風や強風時に木片やトタンなどの飛散での災

害、ごみの不法投棄、不審者や子供たちのたまり

場など防犯上の問題、飼い主のいない犬、猫がす

みつく問題、またシロアリの繁殖地になるなど衛

生上の問題、そして周辺地域の景観上も悪影響を

受けています。今後の対策についてご所見をお伺

いいたします。

質問の３は、予防医療についてお伺いいたしま

す。子宮頸がんや細菌性髄膜炎などの病気から女

性や子供を守る予防ワクチン、こうしたワクチン

、 、の接種は任意のため 全額自己負担が原則ですが

経済的負担を軽減するため、公費助成に取り組む

自治体が広がっています。

厚生労働省は７月７日、予防接種法の対象とな

っていないワクチンについて、自治体が独自で行

っている公費補助の状況を初めて明らかにしまし

た。肺炎の重症化を防ぐ成人用の肺炎球菌ワクチ

ンの補助は、327自治体が実施、新型インフルエ

ンザの流行で肺炎の併発を防ぐ接種への関心が高

まったのではないかとの報告でした。１回の接種

費用は8,000円から8,400円かかります。補助額は

3,000円以上4,000円未満が167自治体と最多、

4,000円以上5,000円未満は71自治体、5,000円以

上は38自治体でした。ヒブワクチンの補助は、

204自治体で実施、補助額は3,000円以上4,000円

未満が多くなっています。

１、幼児の細菌性髄膜炎を防ぐワクチンについ

てお伺いいたします。ヒブワクチンと小児用肺炎

球菌ワクチンがあり、原因菌の約６割がヒブで、

続いて肺炎球菌が約２割を占めています。世界で

は、既に100カ国以上で予防接種が行われ、90カ

国以上で国の定期予防接種に位置づけられていま

。 、す ヒブとはインフルエンザ菌Ｂ型のことですが

特に抵抗力を持たない５歳児未満の乳幼児がこの

細菌によって髄膜炎などを発症し、知的障害や聴

覚障害などの後遺症で苦しんでいる実態がありま

。 、 、す 標準的な費用は １回7,000円から8,000円で

合計４回、約３万円と高額です。八戸市では７月

１日から乳幼児の細菌性髄膜炎を防ぐヒブワクチ

ンと高齢者の肺炎球菌ワクチンの助成制度を始め

ました。乳幼児に重い細菌性髄膜炎を引き起こす

ヒブ菌の予防ワクチンに対する公費助成について

市長のご所見をお伺いいたします。

２として、子宮頸がん予防ワクチン公費助成に

ついてお伺いいたします。私たち公明党では、県

全体で13万5,000名余の署名をいただき、昨年に

引き続き本年も子宮頸がん予防ワクチン公費助成

を求める署名活動を全国で展開し、予防接種への

公費助成を国・県に対し、強く要望してまいりま

した。予防できる唯一のがんと言われている女性

特有の子宮頸がんは、高額なワクチン費用が接種

の壁となっています。子宮頸がんは、主に性交渉

で感染するウイルスが原因で発症し、ワクチン接

種は性交渉の経験のない時期が効果的とされてい

ます。県内では、初めて西目屋村で村内の小学６

年生と中学１年生の女子に全額助成のワクチン接

種が実施され、大きな話題になりました。また、

東通村が本年度分の予算措置ができ次第、中学生
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の女子１年生から３年生に対し、全額補助で実施

すると10日付の新聞報道で知りました。佐井村も

来年度実施と伺っています。

このたび厚生労働省より、2011年度政府予算で

経済成長や国民生活の安定などのため１兆円超え

の特別枠に要求する事業案が明らかになり、子宮

頸がんを予防するワクチン接種の助成事業を新た

、 。に設け 約150億円盛り込むと報道がありました

東通村の越善村長さんは、次世代を担う子供たち

が心身ともに健康でたくましく育つことが村民の

願いと語られました。公費助成による子宮頸がん

ワクチン接種について市長のご所見をお伺いいた

します。

３、肺炎球菌ワクチン公費助成についてお伺い

いたします。日本人の３大死因、がん、心臓病、

脳卒中、そして第４位が肺炎。毎年10万人、10人

に１人が肺炎で亡くなっています。肺炎球菌ワク

チンとは、肺炎球菌によって引き起こされるいろ

いろな病気を予防するためのワクチンです。肺炎

球菌には90種以上の型があり、そのうち23種に対

してワクチン効果があります。この23種類で実際

の肺炎球菌感染症全体の80％を抑えることができ

ます。インフルエンザシーズンにおける細菌性肺

炎全体の50から60％は肺炎球菌によって引き起こ

されています。肺炎球菌ワクチンは、１度接種す

ると５年以上免疫が持続します。インフルエンザ

ワクチンと肺炎球菌ワクチンを両方接種すること

で発症を防ぐことができるのです。病気を防ぎ、

市民の暮らしを守ることが市政の最大の目的で

す。肺炎球菌ワクチン公費助成について市長のご

所見をお伺いいたします。

質問の４は、教育行政について。読みが困難な

児童への学習支援についてお伺いいたします。発

達障害などで読みが困難な児童・生徒の学習のた

めに、教科書の内容を音声や文字でパソコン上に

同時再生できるマルチメディアＤＡＩＳＹ教科書

の活用が各地で広がっています。発達障害などが

ある児童・生徒の中には、教科書の文章を読み飛

ばしてしまう、どこを読んでいるのかわからなく

なるなど、読むことに困難を覚えている子供さん

がいます。ＤＡＩＳＹ教科書は、パソコンなどを

活用して、通常の教科書の文章を音声で再生した

うえで、対応する文章を色で強調、さらに文字の

大きさを変えるなどの工夫を促すことで、子供た

ちに教科書の内容の理解を促す効果があります。

１、学校現場の状況について、２、教員の認識

について、３、今後の方向性についてご所見をお

伺いいたします。

以上、４項目について質問いたしました。明快

かつ具体的なご答弁をお願いいたしまして、壇上

からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 鎌田議員のご質問にお答え

いたします。

まず、福祉行政についてのご質問の第１点目、

新しい福祉のあり方についてでありますが、従来

の福祉は何らかのハンディキャップを抱えた人た

ちを大多数の人が支えるという、いわば善意のシ

ステム化のみで事足りた部分がありました。しか

しながら、近年少子高齢化、核家族化が急速に進

み、一方では個人の価値観が多様化することによ

って家族や地域で支え合う機能が弱まり、住民が

ともに支え合い、助け合うという社会的なつなが

りや親子のきずなさえも希薄になってきておりま

す。そういう意味では、議員ご指摘のとおり、高

齢者の所在不明事件、そして増加するうつ病の問

、 、 、題 この病気に起因する引きこもり 不登校など

社会とのかかわり合いをおそれる状況、またそれ

によって拡大する家族の悩み、さらには貧困、失

業、病気、家族崩壊などの諸問題を慢性的かつ複

合的に抱えながらも、行政機関を積極的に活用し
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ない未成熟なパーソナリティーを持つ接近困難家

族、いわゆる多問題家族の存在など、従来の福祉

制度では想定できない社会や家庭をめぐる新しい

課題が深刻さを増していることは私も少なからず

認識しております。

、 、 、 、 、本市においても 保健 医療 福祉 生涯学習

住宅、労働、まちづくり等のさまざまな分野にわ

たり、総合的に展開を図りながら、住みなれた地

、 、 、域で安心した生活を送れるよう 市民 地域社会

団体、事業者、行政等が一体となってみんなで支

え合う福祉コミュニティーの形成を推進するため

に、新市まちづくり計画に基づいたむつ市保健福

祉計画を策定しております。

本市といたしましては、むつ市保健福祉計画を

踏まえながら、増大する保健福祉ニーズに的確に

対応し、すべての市民に福祉の光を当てることが

できるよう、お互いさまの精神を意識した自助、

共助、公助を重層的に組み合わせた地域福祉を推

進するべく心の通った福祉政策を展開してまいり

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

次に、ご質問の第２点目、うつ病対策について

のご質問にお答えいたします。鎌田議員のご指摘

のとおり、我が国の自殺者は平成10年から３万人

台をずっと推移してきており、うつ病はその大き

な要因の一つとされております。むつ市の自殺者

は、人口動態調査で平成20年は22人、平成21年で

は25人と20人を超えており、その中でうつ病によ

る自殺は少なくないと推測されます。一方でむつ

市における精神医療に係る専門病院の不足は鎌田

議員もご承知のとおりでありますが、近年の治療

から考えましても、精神科医、心療内科医、臨床

心理士などのマンパワーの充実が望まれるところ

であります。むつ市では、うつ病の早期発見、早

期治療に結びつけるように、うつ病の正しい知識

の普及のためにリーフレットの配布及び講演会を

開催しております。また、多くの市民の皆様にう

つ病に対する理解を深めていただけるよう、各町

内で心の健康づくりをテーマに健康教室を随時開

催しております。さらに、家庭訪問や電話相談な

、 、ども随時実施し 個別への対応もしておりますが

相談件数は年間90件程度にすぎず、相談できる方

はほんの一部の方々で、家族にさえ相談できない

ような方も多くいるものと推測されます。

産後のうつ病の早期発見については、平成17年

度から産後うつ病質問票を用いて、支援を必要と

する母親に対しては保健師による訪問や電話等に

より育児不安の軽減や、必要に応じて受診勧奨す

るなど、産後のうつ病予防と虐待の未然防止を図

っているところであります。

今後もうつ病は個人的な問題としてのみとらえ

るのではなく、その背景にさまざまな社会的要因

があることから、市民の生命や生活を脅かす深刻

な事態となっており、社会全体で取り組む課題に

もなりつつあり、今まで以上にうつ病が社会的に

正しく認識できるように取り組んでいきたいと考

、 。えておりますので ご理解を賜りたいと存じます

次に、児童虐待についてのご質問にお答えいた

します。本市といたしましては、保護者の育児不

、 、安や虐待 いじめ等の問題に早期に対応するため

必要な指導及び援助のための相談体制の充実を図

ることはもとより、再び虐待が起きないよう関係

機関との連携を密にしながら、包括的な家族支援

と心の健康づくり対策を推進してまいりたいと考

えております。

なお、細部につきましては、担当部長よりお答

えいたします。

次に、市営住宅についてのご質問にお答えいた

します。公営住宅法の趣旨につきましては、まさ

に鎌田議員がご指摘のとおりでございます。当市

の市営住宅の現状につきましては、建設年度が古

く、老朽化した住宅が多くなっておりますが、入
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居者の方々が安心して居住できるよう適切な維持

管理を行ってまいりたいと考えております。

なお、建て替えの基本方針として、現在建て替

え整備を行っております緑町団地を初め、今後建

て替えを行う住宅につきましては、すべてバリア

フリー化とし、高齢者、障害のある方に配慮した

住環境の整備に努めてまいりたいと考えておりま

すので、ご理解賜りたいと存じます。

詳細につきましては、担当部長からお答えいた

します。

次に、空き家、廃屋対策についてのご質問であ

ります。空き家、廃屋対策については、むつ市議

会第202回定例会において、浅利議員の同様のご

質問にお答えしているところでありますが、近年

少子高齢化あるいは核家族化と相まって、住居の

移転や廃業などに伴い、空き家や空き倉庫といっ

た廃屋が増加しており、大変苦慮している状況に

ございます。議員ご指摘のように、空き家がもた

らす青少年犯罪、火災発生などのさまざまな治安

悪化、台風や強風時のトタン等の飛散などの懸念

については、地域の安全安心の確保や住環境を害

しており、早急な対策が望まれるところでありま

すが、個人の財産であることから、現行法の中で

は対処が難しく、手をこまねいているのが実情で

あります。

廃屋同然の建物とはいえ、その所有者の財産と

して所有権が存在する以上、本来所有者が責任を

持って解体処理をするべきものであり、市が公費

を投入して解体処理をするということは、その所

有者に対して利益を与えるということになり、市

が関与することはなかなか難しい現状にございま

す。

台風、強風時などの緊急時は、危険性の度合い

により消防職員が危険回避の手段として応急措置

の補強等をし、対応いたしております。その後所

有者に連絡するわけでありますが、連絡しても音

さたなし、中には相続関係者が遠方に分散してい

て連絡がとれない例もございます。市では、本年

４月、所有者の維持保全に係る努力義務を啓蒙す

るため 「老朽危険建物の適正管理のお願い」を、

市ホームページに掲載、あわせて市政だよりで市

民への周知を図っているほか、今後の対策として

警察、消防などの関係機関と連携をとり、パトロ

ールなどの防犯防災活動の一層の強化を図ってま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、予防医療についてのご質問にお答えいた

します。最初に当市における予防接種事業の現状

についてご説明いたします。当市では、予防接種

法に基づき、接種を行う１類疾病として、ジフテ

リア、百日せき、急性灰白髄炎、麻疹、風疹、日

本脳炎、破傷風、ＢＣＧの予防接種を実施してお

り、その財源については地方交付税措置により公

費負担されているところであります。また、予防

接種法の１類疾病に準ずるものとして、個人の発

病、またはその重症化を防止、蔓延の予防に資す

ることを目的に予防接種を行う疾病の２類疾病と

して、65歳以上の高齢者を対象としたインフルエ

ンザが定められており、市では接種者に対し費用

の一部を助成しているところであります。

今回鎌田議員ご質問のワクチンでありますが、

いずれも予防接種法での接種を義務づけられてい

ない任意での接種を承認されたワクチンとの位置

づけにあるものであります。

まずご質問の１点目でありますヒブワクチンに

ついてでありますが、脳や脊髄を覆っている髄膜

に細菌が感染して起こる細菌性髄膜炎の予防に効

果的なワクチンであり、日本では平成19年に国の

認可がなされ、任意での予防接種が可能となりま

した。接種は生後２カ月から行い、免疫ができる

まで合計４回の接種が必要となります。１回の接

種費用が7,000円から8,000円程度かかりますが、
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、４回の接種を受けた人のほぼ100％に抗体ができ

高い予防効果があります。

公費助成の現状につきましては 全国で1,700を、

超える自治体のうち204と約１割で実施し、県内

では唯一八戸市が本年度７月から費用の一部を助

成していることは鎌田議員ご指摘のとおりであり

ます。

このヒブワクチンにつきましては、厚生労働省

の厚生科学審議会に設置された感染症分科会予防

接種部会において、ワクチンの効果を検証できる

情報を収集する必要がある等、まだ議論されてい

る現状であり、予防接種法での接種を検討する作

業チームを設置したとの報道もなされたところで

あります。当市といたしましても、市民の安全を

、 、守る立場から いましばらく国の動向を見ながら

公費助成について検討してまいりたいと考えてお

ります。

次に、ご質問の２点目の子宮頸がん予防ワクチ

ン公費助成についてでありますが、この件につき

ましては、ことし３月のむつ市議会第203回定例

会でも鎌田議員にご質問いただいたところであり

ます。乳がんと並び国内での死亡率の高いこの子

宮頸がんは、予防できる唯一のがんと言われ、鎌

田議員ご存じのとおり、11歳から14歳の女児を接

種対象として推奨され、費用は３回の任意接種で

５万円前後かかることから、市単独での助成が厳

しい状況となっているものであります。

最近全国的に公費での助成を行う自治体が話題

となっておりますが、厚生労働省の調べでは、全

国で114の自治体で公費助成を実施しており、厚

生労働省の来年度概算要求に150億円を計上した

との報道もなされたところであります。今後の国

の助成について、明るい見通しが立ったところで

もあり、当市といたしましても、国の動向を見な

がら前向きに検討してまいりたいと考えておりま

す。

次に、ご質問の３点目、肺炎球菌ワクチンの公

費助成についてですが、これにつきましても、む

つ市議会第199回定例会、第196回定例会でご質問

いただいているところであります。この肺炎球菌

ワクチンは、日本人の死因の上位を占める肺炎の

すべてに有効というわけではありませんが、高齢

者の肺炎で最も多い起炎菌である肺炎球菌に効果

があり、肺炎になっても軽症で済み、抗生物質が

効きやすい等の効果もあることから、このワクチ

ンへの関心が高まったとのご指摘も理解できるも

のであります。全国で327の自治体で公費助成を

実施し、県内では外ヶ浜町と東通村のほか、今年

７月からは八戸市でも75歳以上の高齢者を対象に

１回2,000円の公費助成を実施し、医療費削減の

観点からも高齢者を対象とした肺炎球菌ワクチン

の接種費用を助成する自治体がふえているのも事

実であります。この肺炎球菌ワクチンにつきまし

ても、他の２つのワクチン同様、厚生労働省の感

染症分科会予防接種部会において議論され、予防

接種法での接種を検討している現状でもあり、公

費助成につきましては、いましばらく国の動向を

見ながら検討してまいりたいと考えております。

なお、この３つのワクチンについては、ことし

６月の全国市長会における国への提言、要望事項

の中で早期に定期接種として位置づけるととも

に、接種費用の軽減等も含め、十分な財政措置を

講ずるよう要望されているものであります。

いずれにいたしましても、市民の皆様が安心し

て健康な生活を送ることに対する思いは、鎌田議

員といささかも違えません。今後の国の動向を見

据えながら、迅速に対応してまいりたいと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次の教育行政につきましては、教育委員会より

お答えいたします。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）
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〇教育長（遠島 進） 鎌田議員の読みが困難な児

童への学習支援についてのご質問にお答えいたし

ます。

まず、学校現場の状況についてお答えいたしま

す。教育委員会の事業でありますスクールサポー

ターの配置に向け、昨年11月に各小・中学校から

提出された配置申請書を取りまとめたところ、市

内小・中学校の通常の学級に在籍する児童・生徒

のうち、特別な支援を必要とする児童・生徒は小

学校で60人、中学校では13人という結果でありま

した。この中には、発達障害やその傾向を示す児

童・生徒も含まれております。また、不登校傾向

の児童・生徒の中にも同様の特性が見られる場合

も少なくありません。議員ご指摘の読みが困難な

児童・生徒も、学習障害と言われる発達障害の一

つであると考えられ、スクールサポーターを必要

とする児童・生徒や不登校傾向の児童・生徒の中

にも含まれている可能性が考えられます。

学習障害とは、基本的には全般的な知的発達の

おくれはないものの、聞く、話す、読む、書く、

計算する、推論するといった能力のうち、特定の

ものの習得と使用に著しい困難を示す状態を指

し、その原因として中枢神経系に何らかの機能障

害があると推定されております。また、学習障害

者の約８割は読み書きを苦手とし、文字の形を混

同する、文を読むとき同じ行を繰り返し読んだり

飛ばしたりする、文字の形や大きさを整えて書け

ないといった特徴が見られます。平成20年９月に

障害のある児童及び生徒のための教科用特定図書

等の普及の促進等に関する法律、いわゆる教科書

バリアフリー法が施行され、読むことに困難を抱

える児童・生徒が十分な教育を受けることができ

るようになりました。そして、文字や図形等を拡

大した教科用拡大図書の発行の促進が図られると

ともに、教材として使用し得るマルチメディア対

応のＤＡＩＳＹ教科書等を使った教育支援の推進

が可能となったところであります。

このＤＡＩＳＹ教科書は、パソコンを活用し、

通常の教科書の文章を音声で再生したり、対応す

る文章を色で強調するなどして、教科書の内容を

理解しやすくするものであり、学習障害の児童・

生徒の学習支援に有効な教材と思われます。今年

度むつ市内の小・中学校において、弱視の児童が

日常の学習活動で教科用拡大図書を使用しており

ますが、ＤＡＩＳＹ教科書を教材として使用して

いる児童・生徒はいないというのが現状でありま

す。

次に、教員の認識についてお答えいたします。

学習障害を含む発達障害は、外見から判断するこ

とが難しい障害であります。そのため、学習に必

要な基礎的な能力が備わっていないことが、本人

の努力不足等と叱責を受けることもあり、自己肯

定感を持ちにくく、適切な教育的支援がなされな

い場合、いじめや不登校等につながるケースもあ

ると言われております。教育委員会といたしまし

ては、学習生涯や注意欠陥多動性障害等の子供た

ちへの理解や支援について、研修会や講座等の充

実を図ることにより適切な対応や支援が図られる

。 、よう努めているところであります しかしながら

これらの研修会は教科書や教材について伝達する

ことを中心としておりませんので、市内小・中学

校のすべての教員がＤＡＩＳＹ教科書の利点や用

法について認識しているとは言えないのが実情と

とらえております。

最後に、今後の方向性についてお答えいたしま

す。弱視や学習障害だけでなく、注意欠陥多動性

障害、知的障害などの障害を持つ児童・生徒も読

みに困難を伴うことがわかってきております。こ

のような児童・生徒には、パソコンで再生し、音

声を聞きながら文字や画像を見ることができるＤ

ＡＩＳＹ教科書は視覚と聴覚の両方から情報を得

ることができるなど、読みの困難を軽減する支援
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となります。また、昨年度市内小・中学校のすべ

ての教室に52インチの液晶テレビを設置いたしま

したので、これにパソコンをつなぎ、学級全員で

ＤＡＩＳＹ教科書を活用することにより、障害を

持つ子供だけではなく、どの子供にとっても学習

理解の支援とすることも可能であります。

ＤＡＩＳＹ教科書は、平成21年12月現在で全国

約300人の児童・生徒に活用され、学習効果があ

らわれております。また、今年８月には文部科学

省が読むことが困難な児童・生徒のためのＤＡＩ

ＳＹ教科書について、一定の条件でインターネッ

ト上に配信提供できることを関係団体に通知しま

した。これにより、ＤＡＩＳＹ教科書の普及がさ

らに前進するものと期待されるところでありま

す。

むつ市教育委員会といたしましては、これまで

も要望があった小学校に対して、教科用拡大図書

を用意しておりますが、ＤＡＩＳＹ教科書の存在

や有効活用についても機会をとらえて各校に伝

達、指導し、読みに困難のある児童・生徒が十分

な教育を受けることができるよう努めてまいりま

すので、ご理解を賜りますようお願い申し上げま

す。

〇議長（村中徹也） 保健福祉部長。

〇保健福祉部長（鴨澤信幸） 児童虐待についての

ご質問の市長答弁に補足説明させていただきま

す。

お尋ねの第１点目、児童虐待の実態につきまし

ては、新谷功議員のご質問にもお答えいたしまし

、 、たが 本市における児童虐待件数につきましては

平成21年度46件で、前年度の18件から激増となっ

ております。相談内容では、育児放棄20件、心理

的虐待18件、身体的虐待６件、性的虐待２件とな

っております。また、相談への対応として助言指

導38件、継続指導６件、児童福祉士指導１件、児

童福祉施設等１件となっております。なお、児童

虐待については、本市を所管する児童相談所にお

いて相談処理された件数となっております。

本市が受け付けした児童虐待相談件数は、平成

、 、21年度９件で 前年度の４件から増となっており

今年度７月末時点では６件と増加傾向となってお

ります。

次に、第２点目、行政や警察、医療機関、幼稚

園、保育園、小学校、地域、民生児童委員の連携

強化につきましては、平成19年３月に関係機関の

連携強化、さらには地域一体となった見守り強化

のため、児童相談所、幼稚園、保育園、小・中学

、 、 、 、校 医師会 警察等の関係機関のほか 民生委員

主任児童委員などの地域の方々とのネットワーク

を構築し、連携して対応していくためのむつ市要

保護児童対策地域協議会を設置しております。同

協議会におきましては、事務局である保健福祉部

児童家庭課を調整機関とし、多様な虐待ケースに

対応できるよう庁内関係課、外部の団体と連携し

て対応する体制を構築しており、ケースの状況が

悪化した場合には、各関係機関の方々のご参集を

願い、状況検討、対応策の検討を行う個別ケース

検討会議を随時開催し、虐待ケースをフォローし

ながら、地域における虐待ケースの見守りを行っ

ているところであります。

次に、第３点目、地域の人たちが虐待をうかが

わせるような事態を見かけたときの対処方法、周

知、子供の安全の確保優先の対応についてのご質

問にお答えいたします。児童虐待の防止等に関す

る法律においては、すべての国民は児童虐待を受

けたと思われる子供を発見した場合は、速やかに

市町村や児童相談所へ通告することとされており

ます。虐待は、家庭の中という密室で起こってい

ることが多く、虐待ではないかという視点や一定

の問題意識を持たないと見過ごされてしまい、実

際に虐待を証明することはなかなか困難で、虐待

が明確になるまで待っていたため、子供にとって
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は最悪の結果となるおそれもあります。虐待かど

うかの不安を感じたら行動を起こし、結果として

心配のない状況であれば問題ないわけであります

が、深刻にならないうちに解決するためにも、虐

待を疑ったらまず児童相談所、警察署、市町村等

の専門機関に相談することが大切であります。

また、子供の身の安全の確保を第一に緊急に対

応しなければならないときは、警察か児童相談所

にすぐ連絡する必要があります。児童相談所は、

子供に生命の危険があるなど、緊急の場合は第一

に子供の安全を確保し、保護者の同意が得られな

い場合でも適切な措置をとって子供を一時保護す

ることができることになっております。親などか

ら長期に分離する必要があると判断されると、児

童相談所は保護者の同意を得て子供を児童養護施

設等の児童福祉施設に入所させたり、里親に委託

することができることになっております。このよ

うに子供を施設に入所させた場合、家庭から離さ

れた子供と親などが虐待のない家庭で再び一緒に

暮らせるように援助していく必要があると考えて

おりますので、ご理解賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 建設部長。

〇建設部長（山本伸一） 市営住宅についてのご質

問に対しまして、市長答弁に補足説明させていた

だきます。

まず１点目の市営住宅の管理戸数、県内他市の

状況についてでありますが、市営住宅の管理戸数

は、９月１日現在で566戸、入居戸数は440戸、老

朽化して入居できない政策空き家の107戸を除い

た入居率は96％となっております。なお、当市で

は身体的、経済的及び社会事情等に着目して、優

先入居させるための特定目的市営住宅は設けてお

りません。高齢者世帯向け住宅の設定状況につい

て、人口が同規模の県内３市に照会しましたとこ

ろ、２市では設定しておりましたが、もう一市で

は設定しておりませんでした。

高齢者世帯の方が民間の借家を借りにくくなっ

ている社会状況等を考慮し、今後は高齢者向け、

障害者向け住宅等さまざまなニーズに合った市営

住宅の建設や、特定目的のために一定の枠を設け

て募集及び入居の取り扱いを行うことも検討して

いかなければならないと考えており、緑町団地の

移転入居が完了し、一般公募を行う際に、高齢者

世帯向けの枠を設けて実施する予定であります。

次に、２点目の市営住宅の耐震バリアフリー化

など、安全確保についてでありますが、昭和56年

５月以前の旧耐震基準で建設された市営住宅のう

ち、金谷団地44戸、川守町団地８戸及び外山団地

31戸につきましては耐震診断を実施しておりま

す。このうち外山団地の２棟10戸がわずかではあ

、 。りますが 耐震基準を満たしておりませんでした

この住宅につきましては、今年度策定中のむつ市

公営住宅等長寿命化計画の中で改修計画を定め、

早急に対処してまいりたいと考えております。

このほかの旧耐震基準で建設された市営住宅の

耐震診断につきましては、木造及びコンクリート

ブロック造の建物には明確な判定手法が確立され

ていないということで、青森県建築物耐震診断改

修判定委員会で判定をしていただけないため、耐

震診断を実施できない状況にありますが、市営住

宅の巡回、入居者からの修繕要望にできるだけ対

応しながら、建物及び敷地内の安全確保に努めて

まいりたいと考えております。

また、バリアフリー化についてでありますが、

住宅内の段差がなく、手すりが設置されている戸

数は94戸であります。今後建て替えを行う住宅に

つきましては、先ほど市長が申し上げましたとお

りでございます。

３点目の最近の募集状況、申し込み倍率の現状

についてでありますが、平成21年度は５回、19戸

の募集に対し20名の申し込みがあり、倍率は

1.05倍でした。また、今年度は７月までに３回、
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13戸の募集に対し15名の申し込みがあり、倍率は

1.15倍となっており、建設年度が比較的新しい住

宅に申し込みが集中する傾向にあります。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） ４項目にわたるご答弁あり

がとうございます。再質問と要望を申し上げます

ので、よろしくお願いいたします。

質問の１、新しい福祉のあり方ですが、児童虐

待や高齢者の所在不明問題から浮かび上がった教

訓、家族単位を対象としてきた行政サービスは個

人単位に変えていくべきではないでしょうか。例

えば介護保険では、一定の年齢以上で保険利用が

ない人には介護保険制度の仕組みや高齢者サービ

スの中身について年１回は直接訪問し、対話して

いくべきです。地方分権や地域主権の名によって

自治体の仕事はふえ、それに伴って職員の数がふ

えているわけではなく、むしろ行政改革により現

場の職員数は減らされる傾向にあります。これか

らはどうしたらよいのか、私はコミュニティー単

位の自治を強化するべきではないかと思います。

コミュニティー活動、すなわち住民の把握、高齢

者福祉サービス、環境維持活動、まちづくり、治

安、防災など活動メニューは地域の特性と住民の

意思を尊重し、費用についても活動費として交付

していくなど、特性を生かし、自治権を強め、新

たな地域自治を形成すべき時期であると思いま

す。過疎化の対応につきましては、地域事情をし

っかり把握し、行政がバックアップすべきと考え

ます。

また、うつ病や自殺を初め児童虐待事件、ひと

り暮らし高齢者の孤独死など、これまでの福祉で

は対応し切れない問題が増加し、国民の健康を守

。 、 、るうえで深刻な問題となっています 年金 医療

介護など従来の社会保障の拡充とともに、現代的

な課題に対応するための再構築が求められていま

す。

これまで福祉課が中心となってきた事案を社会

問題として位置づけ、行政と民間団体との協力、

市民への啓発や相談体制の充実など、庁舎一丸と

なった連携が重要ではないでしょうか。市民の方

の声は、市役所に相談しても、それはあちら、そ

してまた違う部署と、あちこち回され疲れてしま

うと言われます。心の相談体制、自殺予防対策、

多重債務者問題など、市民が安心して相談できる

場所となるプライバシーに配慮し、リラックスし

て相談できる、そのようなところにはベテランの

相談室長さんを配した本当の意味の市民相談室に

ついて市長のご所見をお伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今鎌田議員のお話、本当に

貴重なご提言だというふうに承りました。要する

に弱者に対するカバーの仕方の視点だと思いま

。 、 、す そういう意味では ただいまお話しのように

市民相談室、秘書広聴課というふうなところで今

対応しているわけでございますけれども、その部

分ではきめ細かい、そしてまた今どこの市役所を

お話しになったのかわかりませんけれども、たら

い回しのないような形で、これは決してないよう

にということで私常々話をしております。しっか

りと対応するというふうなところでやっていかな

ければいけないのではないかと。

そしてまたコミュニティー活動、これはまた社

会福祉協議会、また民生委員、町内会、さまざま

なふくそう的な形の中でその弱者に対して、非常

に困っている方々に対しての情報を吸収し、そし

てそれを市のほうに伝えてもらい、そして市で何

ができるのかというふうなことを、そのカバーの

仕方は十分ご意見として承りました。また、広報

広聴機能を高めていくというふうな形でも進めて

いかなければいけませんし、さまざまなおでかけ

市長室等々で、昨年、今年度春には障害福祉課と
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いうふうな形で、そしてまた障害者の方々が悩ん

でいることには、この前先般おでかけ市長室の中

で非常に心を痛めた案件もございました。本当に

そういうふうな形で、市政だより等を通じて気軽

に相談できる体制、これを確立するためにこれか

らも鋭意努力していきたいと、このように思いま

すので、ご理解、ご協力のほどお願いいたしたい

と思います。

〇議長（村中徹也） １番。

〇１番（鎌田ちよ子） 子宮頸がんについては、市

長より迅速に、そして前向きにとのご答弁をいた

だきました。対象者となる子供さんを持つ親御さ

んとともに、早い予算措置をお待ちしています。

最後に要望を１点申し上げます。本年５月20日

付で文部科学省から教育委員会あてに、障害のあ

る児童・生徒が使用する音声読み上げのコンピュ

ーターソフトを利用した教材であるＤＡＩＳＹ教

科書について、学校現場での普及がおくれている

ことに対して利用を後押しする通知を出しまし

た。また、これと関連してＤＡＩＳＹ教科書では

なく、正規の教科書としてのデジタル教科書を文

部科学省は2015年までにすべての小・中学校に配

備する予定であります。教育委員会におかれまし

ては、モデル校を指定し、試験的な導入を早期に

進めていただきたく要望いたします。

結びに、今定例会を最後に退任されます山本文

三氏に対しまして、今日まで果たしてこられまし

た職務と使命に深く敬意と感謝を申し上げる次第

であります。退任されましても、健康にご留意さ

、 、 。れ 多方面でのご活躍を願い 質問を終わります

〇議長（村中徹也） これで、鎌田ちよ子議員の質

問を終わります。

午前11時10分まで暫時休憩いたします。

午前１０時５８分 休憩

午前１１時１０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎中村正志議員

〇議長（村中徹也） 次は、中村正志議員の登壇を

求めます。25番中村正志議員。

（25番 中村正志議員登壇）

（ ） 。〇25番 中村正志 むつ未来会派の中村正志です

むつ市議会第205回定例会に当たり一般質問を行

います。

いつも議場のいすにどっかりと座り、議会にに

らみをきかせていた川端澄男議員の姿が今はあり

ません。去る６月定例会の最終日、６月25日の夜

遅くにご逝去されました。その死は、余りに突然

であり、受けとめるのに時間がかかりました。

思えば平成11年の私の初当選以来、10年以上に

、 、わたり 親子以上に年の離れた私に対しましても

対等なおつき合いをしていただいたうえ、議員の

何たるかについて数多くのことを教えていただき

ました。まだまだたくさんご指導していただきた

かったのですが、今ではそれもかないません。川

端澄男議員の思いを大切にしていきたいと思いま

す。故川端澄男議員に心より感謝申し上げ、ご冥

福をお祈りいたします。

また、８月１日に行われましたむつ市議会むつ

選挙区補欠選挙において当選されました菊池憲太

郎議員、大瀧次男議員、上路德昭議員、石田勝弘

議員におかれましては、ご自身の能力を最大限に

発揮され、ご活躍されますことをご期待申し上げ

ます。私もやっとこの風貌に似合わなかったむつ

市議会の最年少議員でなくなりました。少し寂し

い気はいたしますが、二元代表制の一翼を担うむ

、 、つ市議会の一員として 議場にいる皆様とともに

むつ市政発展のため力を合わせ進んでまいりたい

と思います。
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それでは、通告に従い質問に入ります。市長並

びに理事者の皆様におかれましては、明快かつ具

体的で前向きなご答弁をお願いいたします。

政府は10日、９月の月例経済報告を発表いたし

ました。基調判断は「引き続き持ち直してきてい

る」と、３カ月連続で据え置いた形となっており

ますが 円高や海外経済の減速懸念を踏まえ こ、 、「

のところ厳しさは増している」との表現で景気腰

折れへの警戒感をにじませています。

民主党政権は、７月の参議院選挙以来、何の経

済対策もせずに国民不在のまま、あす14日に結果

の出る代表選挙に没頭し、政治空白が続いており

ます。その党内抗争一色の姿は、かつての自民党

以上に見苦しいものがあると私は感じておりま

す。この円高株安が進む中、菅総理が行ったこと

といえば、注意深く見ていきたいとコメントする

だけであり、野田財務大臣、白川日銀総裁も同様

であります。お手軽な口先介入だけであり、何の

効果もありません。

このような状況を招いておきながら、政府は円

高株安の解消、デフレ脱却のための適切な景気対

策や金融政策を何も行っておりません。このよう

な無為無策ぶりでは、国民を苦しめる不況がさら

に進んでしまいます。

また、日本振興銀行が破綻申請をし、金融庁は

その処理の手続に入ることとなり、1971年の制度

創設以来初めてのペイオフが発動されました。日

本経済の先行きの不透明感は増すばかりでありま

す。

むつ市においても、先月31日に中間貯蔵施設の

本体工事が本格着工されるという一筋の光はある

ものの、景気は依然として低迷したままでありま

す。こうした中、宮下市長は産業の芽出しという

ことで、いろいろな政策を打ち出し、取り組んで

おります。私も少しでもむつ市の経済の活性化に

つながればとの思いから、次の３点について質問

をいたします。

質問の第１は、起業、創業支援についてであり

ます。むつ市において一番の課題は、雇用の場の

確保にあると思います。働く場の確保は、若者の

流出の減少、市税の確保、扶助費の抑制、人口減

少の抑制など多くの問題解消につながっていきま

す。これまでは、企業誘致という手法をとること

が多かったようでありますが、むつ市のように現

在の高速交通体系から外れた地域は、どこも苦戦

をしているようであります。むつ市においても、

最近はその多くが撤退を余儀なくされており、な

かなか雇用に結びついておりません。そこで、今

後この地域で雇用をふやすためには、このむつ市

で会社を起こす起業家の育成、起業、創業支援が

重要であると私は思います。しかしながら、個人

が新たに会社を設立したり事業展開を図ろうとす

る場合、克服しなければならない多くの課題が存

在します。資金や人材、顧客開拓や販路、経営ノ

ウハウや補助制度の関係など、さまざまな分野に

わたる課題があります。せっかく気持ちはあるも

のの、これらの課題の前に起業を断念してしまう

人もいるはずです。これらの課題を克服するため

に多面的な支援を行う施策が必要との考えから、

次の３点についてお聞きいたします。

１点目、現在行われている公的な起業、創業支

援について、国、青森県、むつ市、各種経済団体

が行っているものにどのようなものがあるのかお

尋ねをいたします。

２点目、多岐にわたる課題について、相談、助

言、コーディネートできる人材の育成が必要だと

考えます。このような人材のことをインキュベー

ションマネジャーと呼ぶそうであります。インキ

ュベーションとは卵をかえすふ化器のことで、起

業家を育てるという意味があります。このインキ

ュベーションマネジャーの必要性と育成について

市長のご所見をお伺いいたします。
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３点目、全国には起業家を支援する施設として

インキュベーションセンターと呼ばれる施設が数

多くあります。これは、起業家に対し、オフィス

を安価で提供したり個別の相談に対応したり、地

、 。域との連携 交流を進めたりする施設であります

新しく生まれた起業家たちがここで成長し、最終

的には巣立っていくという場所であります。この

インキュベーションセンターの必要性と整備につ

いて、市長のご所見をお伺いいたします。

質問の第２は、公契約についてであります。公

契約とは、国や自治体が公共工事や委託事業を民

間事業者に発注する契約のことで、公共契約とも

言われております。現在国や地方自治体の深刻な

財政難の理由から、公共サービスの効率化やコス

、 、 、 、ト縮減が進む中で 低価格 低単価の契約 発注

。 、業務委託が増大してきています その結果として

受注先企業の経営悪化、雇用の悪化、労働者の賃

金、労働条件の低下など悪影響が出ております。

また、近年あらゆる部門にわたって民間への外部

委託化が急増しております。国や地方自治体のサ

ービスが民間に委託された場合、従来正規の公務

員が担ってきたサービスに従事する民間労働者の

賃金、労働条件は同一業務を担っていた公務員の

それよりも相当に低くなっているという現状があ

ります。何が言いたいのかというと、税金を使っ

た公契約においてワーキングプアをつくってはな

らないということであり、発注者として行政が地

域経済に対して果たすべき役割や責任をきちんと

すべきであるということです。

以上のことを踏まえまして、以下の３点につい

てお尋ねをいたします。

１点目、公契約の抱える課題等の現状認識につ

いて、市長のご所見をお伺いいたします。

２点目、むつ市の公契約の基本理念についてお

伺いをいたします。

３点目、価格だけにとらわれない新たな入札、

契約方法について、どのような取り組みをしてい

るのかお伺いいたします。

質問の第３は、産業観光の推進についてであり

ます。長崎市の軍艦島クルーズや工業地帯での工

場夜景ツアーのように、歴史的、文化的価値のあ

る産業遺産、先端技術を誇る工場、伝統工芸の工

房などを訪れる産業観光が全国各地に広がってき

ています。この産業観光は、ニューツーリズムの

一つとされ、地域の人々や生産に携わっている人

々との触れ合いや交流を介した見学と体験と、そ

こに生まれる知的充足感がポイントとなります。

旧来型の物見遊山的な観光とは異なる知的好奇心

を充足する観光として期待が高まっています。旅

行会社が主導ではなく、地域の特性を生かすこと

から、地域活性化につながる新しい旅行の仕組み

であります。

昨年度よりむつ市においても下北地域県民局と

下北観光協議会がタイアップして新しい着地型観

光商品の開発を進めていると聞いております。ま

、 。さに産業観光は それに合致するものであります

、 。そこで 次の３点についてお伺いをいたします

１点目、産業観光資源について。むつ市の産業

観光資源となり得るものにはどのようなものがあ

るのか、新たな産業観光資源として期待している

ものは何かについてお伺いをいたします。

２点目、官民連携と事業化の推進について。民

間の持つ産業観光資源の活用はどのように行うの

か。官民一体となった事業化の取り組みはどのよ

うに進めていくのかお伺いをいたします。

３点目、社会科見学についてであります。この

産業観光は、身近な社会科見学と呼ばれており、

地域社会への貢献として、主に小・中学生への総

合学習や社会科見学を通して教育的な効果をもた

らすという一面もあります。身近な社会科見学の

場が産業観光へつながっていくということであり

ます。
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そこで、むつ市内の小・中学生が行っている社

会科見学の場所にはどのようなものがあるのか。

むつ市の公共施設の社会科見学に対応するための

整備、受け入れ体制はどうなっているのかをあわ

せてお伺いをいたします。

先日東北新幹線新青森駅開業の新ダイヤが発表

されました。県内の反応はおおむね良好のようで

あります。しかしながら、我々むつ下北にとって

はまだ喜ぶわけにはいきません。なぜなら新幹線

に接続する青い森鉄道とＪＲ大湊線のダイヤが発

表されていないからであります。接続の利便性が

どのように図られるのかが問題であります。今ま

でよりも不便になるようなことがもしあれば、む

つ下北に新青森駅開業効果がないに等しいことに

なってしまいます。いま一度むつ市ご当局におか

れましては、接続のダイヤが発表されるまで運動

を続けていただきたいということを一言申し上

、 、 。げ 以上 壇上からの質問とさせていただきます

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 中村議員のご質問にお答え

いたします。

まず、起業、創業支援についてのご質問の第１

点目、現在行われている公的な起業、創業支援に

ついてであります。新たな会社が立ち上がり事業

を展開することは、新たな雇用の創出など、地域

経済の活性化に大きく貢献いたしますことから、

起業、創業支援は都道府県、政令指定都市、中小

企業連合会など公的団体により全国各地で実施さ

れているところであります。具体的な支援策とい

たしましては、インキュベーション施設、総合相

談窓口、各種セミナー、専門家派遣、補助制度、

低利融資制度などがあります。青森県では、産業

雇用対策を最重要課題として位置づけ、新たな産

業、雇用創出を目的に、起業、創業のためのスペ

ースとして夢クリエイト工房を県立弘前高等技術

専門校に開設し、入居者に対し、財団法人21あお

もり産業総合支援センターのインキュベーション

マネジャーなどによる継続的なアドバイスが行わ

れているところであります。

また、青森市及び八戸市には総合相談窓口、講

座セミナーなどを行うための拠点施設が整備され

ております。むつ市内におきましては、経済産業

省の委託事業としてむつ商工会議所が青森県中小

企業応援センターの指定を受け、起業、創業の相

談を随時受け付けております。この事業では、さ

らに高度な支援が必要とされる場合は、財団法人

21あおもり産業総合支援センターのインキュベー

ションマネジャーによる具体的な助言や現地指導

を受けることが可能となっており、年に数件の利

用者があると伺っております。

次に、質問の２点目、インキュベーションマネ

ジャーの育成についてでありますが、当該職種は

起業、創業を目指す会社経営経験の少ない方々に

対し、事業の知識、経営資源など必要とされる情

報を幅広く提供し、事業達成へと導く起業支援、

起業家育成の専門職であります。インキュベーシ

ョンマネジャーは、起業支援に必須とされる職種

であり、有用性は十分に認識しているところでご

ざいますが、支援を行う分野は事業計画作成、資

金調達、人材確保、税務法務手続、経理決算など

多岐にわたり、育成するためには相当の年月を要

しますことから、市独自での育成は難しいものと

考えているところであります。

次に、質問の３点目、インキュベーションセン

ターの整備についてでありますが、インキュベー

ションセンターは、起業、創業の準備スペースを

事務機器を含め提供し、起業、創業の具体的な計

。 、画立案を行うための施設であります 当該施設は

起業、創業当初の一定期間、低廉な費用で創業準

備スペースを提供いたしますことから、創業時の

資金対応を含めた支援策としては非常に有効であ
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ると思われます。しかし、起業、創業をスムーズ

に進めるためには、インキュベーションマネジャ

ーによる会社運営のノウハウ移転が行われたうえ

で、インキュベーションセンターのハード的支援

が機能するものであり、さきにお答えいたしまし

たとおり、インキュベーションマネジャーの配置

が難しい状況下において、インキュベーションセ

ンターのみを整備することは難しいものと考えて

おりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、公契約についてのご質問にお答えいたし

ます。先の見えない不況や深刻な雇用情勢を反映

し、地方自治体の財政状況もいまだ厳しい状況に

あります。全国的に見てみましても、このような

地方自治体の財政悪化を背景に、発注される公共

工事や業務委託における競争入札の多くが低価格

での受注となり、そのしわ寄せが企業の人件費に

直結して、低賃金化や労働条件の悪化をもたらし

ているのではないかとの報道もあり、この発注形

態が官製ワーキングプアを生み出す要因の一つで

はないかと危惧されているところであります。

このような状況の中で、地元への就職が厳しい

当地域においては、適正な賃金での雇用を確保す

る必要について論をまたないところであります

が、それと同時に雇用の受け皿としての地元企業

の振興、育成もまた大変重要なことであると認識

しております。

こういった意味で、当市が発注する工事等の公

契約につきましては、公平性、公正性といったこ

とに意を用いながら、市内業者を優先した指名競

争入札を積極的に推進しているところでありま

す。これにより、市の発注する工事等の大部分は

市内業者が受注しており、結果として安定した雇

用の確保が図られているものと考えております。

次に、むつ市で行っている公契約の基本理念に

ついてのご質問でありますが、当市における工事

等の公契約につきましては、法令等の規定に基づ

き公平性や公正性及び経済性を前提とした発注を

基本とし、市民の信頼及び請負業者の育成、地域

経済の活性化などの観点から、地元企業を優先に

発注することを念頭に置いて執行しており、今後

におきましても同様の理念で進めてまいりたいと

考えております。

次に、新たな入札、契約方法についてのご質問

でありますが、当市では公共工事の品質確保を促

進する法律の施行を受けて、昨年度むつ市建設工

事総合評価指名競争入札試行要領を制定し、総合

評価落札方式を導入しております。この方式は、

従来の価格だけによる競争と違い、価格のほか施

工計画、工事実績といった価格以外の要素を総合

的に評価して、最も評価の高いものを落札業者と

して決定する方式で、過剰なダンピング等による

下請業者へのしわ寄せ、品質低下を防ぐ目的で導

入したものであります。昨年度から一部工事にお

いて試行的に実施しておりますが、工事の品質向

上が図られ、受注業者の育成にも寄与しているも

のと考えております。今後におきましても、総合

評価落札方式を積極的に推進していくとともに、

さらなる適正化に向けた入札制度の運用について

検討してまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

次に、産業観光の推進についてのご質問にお答

えいたします。産業観光の推進についての第１点

目、産業観光資源について、第２点目、官民連携

と事業化の推進については、相互に関連性があり

ますので、一括してお答えいたします。

産業観光とは、中村議員ご承知のとおり、歴史

的、文化的に価値のある工場や機械などの産業文

化財や産業製品を通じて物づくりの心に触れるこ

とを目的とした観光の一つで、新たなトレンドを

生み出しております。自動車、陶磁器など、日本

有数の製造業の集積地であります名古屋圏におい

て、およそ15年前に産業観光推進協議会を発足さ
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せ、圏域の27施設をピックアップし、パンフレッ

トの作成、モデルコース設定等のキャンペーンを

始めたのが観光産業に産業観光というコンテンツ

が加わった始まりのようです。また、最近の事例

としては、外国人が殺到して一時入場が制限され

た築地市場も産業観光資源の範疇に入るものと考

えます。

むつ市においても、経済産業省が産業遺跡群と

して認定した旧大湊ホテルや安部城鉱山跡地、海

上自衛隊や航空自衛隊の諸施設、また現在操業し

ている縫製工場、地酒の醸造元や木工工場などは

産業観光資源になり得るものと思われ、特に旧海

軍の石づくりの施設が点在し国の重要文化財に指

定されたアーチ式水道施設を有する水源池公園周

、 、辺は 資源として価値が高いものと認識しており

既に新たな観光ゾーンを創設すべくワークショッ

プを開催しているところですし、さらに本市を含

めた下北地域においては原子力関連施設の集積が

進んでおり、これらも広い意味では新たな産業観

光資源として期待しているところです。

これらの資源が下北の観光の新たなスポットと

して広く認知されることは、近年の観光客のニー

ズの多様化に対応し、観光産業を守り立てる一つ

の大きな要素であると考えるものであります。し

かしながら、現時点ではむつ下北において産業観

光資源が広く認知されているとは言いがたい状況

にあることも事実であります。日本の産業は、東

京、名古屋、大阪、福岡を縦断する太平洋ベルト

地帯を中心に集積された歴史的経緯があり、これ

らの地域と比べまして、資源の発掘など、一層の

検討が必要であります。

現在操業している工場などは、原子力関連施設

のＰＲのように、自前の施設が整備されているほ

かは、施設を所有する民間事業者のご理解と連携

がなければ観光産業スポットとはなり得ないもの

で、今後さらに検討を続けてまいる所存でありま

すので、ご理解を賜りたいと存じます。

次の社会科見学につきましては、教育委員会か

ら答弁をいたします。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 中村議員の社会科見学につ

いてのご質問にお答えいたします。

まず、市内各小・中学校で実施されております

社会科見学の見学場所についてお答えいたしま

す。昨年度の実績といたしましては、市役所を初

、 、 、めとする官公署や公共交通機関 医療 福祉施設

学校、幼稚園、保育園、市内商業、製造業施設、

報道、通信、サービス業等を見学しております。

小学校では、生活科、社会科の授業、総合的な学

習の時間の一環として、市内すべての小学校で社

会科見学を実施しております。中学校では、主と

して総合的な学習の時間を利用し、主体的に進路

を選択できるような能力や態度の育成を目指し、

市内すべての中学校で職場体験学習を実施してお

ります。体験場所としましては、希望職種により

小学校の見学場所より広範囲にわたっており、学

校によっては三十数カ所の事業所で職場体験学習

を実施しております。

次に、公共施設の社会科見学に対応するための

整備についてお答えいたします。公共施設の社会

科見学については、毎年小学生は上水道管理セン

ターや清掃センターを訪問しておりますし、中学

生は市役所、消防等での体験学習を実施しており

ます。これらの見学体験学習等については、学校

が各施設に受け入れを依頼する立場にあることか

ら、学校が意図した形での教育的効果が得られる

よう、各施設と学校とのさらなる連携の強化を働

きかけていく必要があると考えております。

教育委員会といたしましては、学校が公共施設

の社会科見学等を実施する際に、教育的効果を十

分に引き出せるよう学校の要望に基づき各所管部
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署に見学等への協力要請をするなどの対応をして

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） それでは、まず起業、創業支

援についてお聞きをしていきたいと思いますが、

現在行われております公的な支援というのは、県

や経済団体を初め数多くあるというのはわかりま

した。ただ、いろんなメニューがあったり、いろ

んなところでやっていて、なかなか１カ所でとい

うふうなことができていなくて、非常にわかりづ

らいなという感じを受けました。市役所に来たと

きのサービスでもそうだと思うのでありますが、

やはりこのようなことはワンストップでできる、

答弁の中にもありました総合相談窓口というのが

必要だと思います。ただ、それに向けたインキュ

ベーションマネジャーの育成でありますとか、イ

ンキュベーションセンターの整備につきまして

は、なかなか市単独では難しいというふうなこと

を今お話をされました。確かに非常に専門性が高

くて育成というのは難しいかもしれませんが、そ

こまで完璧なものでなくても私はいいと思いま

す。この地域に合った形でのそういうコーディネ

ートのできる人を探したり育成したりしていくの

がこの地域で新たに創業、起業する人のための支

援につながっていくと思いますので、ここはぜひ

ともやってほしいという観点からお聞きをしたい

と思うのであります。

先ほどの答弁でありますと、支援内容が多岐に

わたっているということで、何点か説明をされて

おりましたが、それを聞いておりまして、一部は

当てはまらないのかもしれませんが、ほとんど市

役所で行っている業務に当てはまるのではないか

というふうな感じを受けました。そうであるなら

ば、その市役所内での横の連携をうまくすれば、

これに近いようなサービスができるのではないか

、 。と思いますが その点についてはどうでしょうか

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） インキュベーターというの

は起業というのだそうですけれども、今回の一般

、 。質問で 私もちょっと勉強させていただきました

かつてアメリカのほうで大きな工場があいてい

て、それを仕切って、そして起業家を育てるため

にというふうなことで、まずハードの部分から始

まったそうでございまして、その後ソフト面をど

うするかというふうな形で、これがアメリカの大

きな流れで、そしてまた日本でもその流れをくん

で、この形でインキュベーションセンター、イン

キュベーションマネジャーというふうな考えで新

たな企業を起こして、創業を手助け、サポートを

していこうというふうな考え方になってきたとい

う歴史的な経緯があるようでございます。

その部分において、当市では先ほど壇上でもお

答えいたしましたように、なかなかインキュベー

ションセンター及びマネジャーというふうなもの

を養成するということは非常に専門的な部分がご

ざいまして、なかなかそこに特化をして育ててい

くということは非常に困難でございます。難しい

ものがあると、私はこういうふうに思い、答弁を

させていただいたわけでございます。ならば、全

くそれに市としてかかわっていかないのかという

ふうなことでは、それはまた違うと、こういうふ

。 、うに思います さまざまな部分でむつ商工会議所

また県、そしてまた中小企業連合会、そういうふ

うな形の中で、常にむつ商工会議所においてはお

知らせの中で、青森県中小企業応援センター、こ

ういうふうなものが開設しているということをお

知らせしております。そしてまた、むつ商工会議

所では今年度は７月24日から25日まで、青森県の

補助事業といたしまして、創業セミナー2010とい

うふうなものも開催しており、そして受講者数が

20名というふうなこと、それからこれまでの実績



- 149 -

の中でも、昨年度になりますけれども、創業相談

件数が15件、うち創業件数が６件と、相談が15件

でなりわいを起こしたというふうなのが６件あっ

たそうでございます。業種的には飲食業、卸売業

１件、サービス業１件、建設業１件、漁業１件と

いうふうな形で実績を積んできておるわけでござ

います。そういう意味では、もっともっとこうい

うふうなところのＰＲ、これはしていかなければ

いけないという認識は共通しております。

ただ、またむつ市役所に来たときどういう窓口

があるのかというところは、昨年度より組織を改

、 、編いたしまして 産業政策課というふうなもので

幅広い形の中で相談に来た際にはアドバイス等々

ができる体制、これは十分とっていきたいと、こ

のように思っております。

この産業政策課が今取り組んでおります企業連

携というふうなものも、新たな創業ではございま

せんけれども、現在の企業の力をつけていただい

て、原子力産業、これに参入をしようというため

にさまざまな資格試験をとってもらうべくサポー

トしていると、これも一つのふ化、インキュベー

ション、インキュベートというふうなことにつな

がってくるのではないかなと、こういう思いをい

たしているところでありますので、どうぞその部

分におきましては、中村議員もさまざまな各団体

でのご活躍もしておりますので、ＰＲもお願いい

たしたいと。市としては、放置しているというふ

うなことではなく、産業政策課を窓口として、起

業の部分、この部分についてはご相談がありまし

たら、さまざまな制度のご説明を詳しくしていき

たいと。たしか青森県のほうでのアドバイザー、

インキュベーションマネジャー的な活動をしてい

る方もむつ市の出身のように私は記憶をしており

ます。そういうことで、さまざまな部分でサポー

トはしていきたいと。決して否定をするものでは

ございません。よろしくお願いいたします。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 支援に対しましては、否定を

するものではないということでありますので、そ

の言葉を聞きましたので、もうちょっと突っ込ん

で質問してみたいと思うのでありますが、いろい

ろな起業支援というのがあるかと思うのでありま

すが、やはり会社を始めようとされる方の一番の

不安は、果たして経営が成り立つのであろうかと

いうところが非常にウエートを占めるのが大きい

のではないかというふうに思っております。そう

であるならば、そこの部分を少し行政として後押

しするような何かそういうふうな政策があれば、

この地域でもっともっと起業に向けてチャレンジ

してくる人が出てくるのではないかなというふう

な思いをしております。

そこで、今現在むつ市では緊急雇用対策として

いろんな事業をして、雇用のほうを支えているの

、 、でありますが これらの予算の一部を使いまして

そのような創業をこの地域でしたいと考えている

方に緊急雇用対策の一環として助成をするという

ふうな考えはどうでしょうか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この緊急雇用対策につきま

しては、国の制度、補助の問題がありまして、指

定をされているものでございます。ただちに職に

ついて、そして雇用を確保していく、そして生活

を成り立たせるというふうな制度でございますの

で、それを適用してこのインキュベーションを育

成するというふうなことは、なかなか難しいもの

があろうと、このように思います。

また、前段のほうで起業したい、要するになり

わいを起こしたいというふうなときに、市役所に

来て、その経営が成り立つだろうかというふうな

趣旨のお尋ねかと思うのですけれども、なかなか

公務員の方々は、そういうふうななりわいについ

てのノウハウは持っていないように私は思ってお
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ります。今むつ市役所600人超える人数がおりま

すけれども、隠れた才能を持っている方もあろう

かと思いますけれども、なかなかそういうふうな

、 、ところで 例えば全く新しいなりわいをしたいと

それについて、これ経営が成り立つのだろうか、

さまざまな情報、そういうふうなものということ

、 。 、は ちょっと持ち得ていないのではないか また

そういうふうな訓練も、経営の部分において、公

的な公共財、こういうふうなものについての経営

はなれていると思うのですけれども、私的経済の

部分、そういうふうな部分においてはなかなか不

得手な部分があるのではないかなと、こういうふ

うに認識しておりますので、産業政策課のほうに

、 、お越しいただければ 金融面についてはこの機関

そしてまた制度について、決算、そういうふうな

こと等についてはこの機関というふうな形でご案

内をさせていただくというふうなことになろうか

と思います。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） その緊急雇用対策事業なので

ありますが、メニューを見ますと、この予算がな

ければ、普通のむつ市の一般会計から出してやら

なくてはいけない事業もあります。そういうふう

な部分も中身を見たうえでのお尋ねであったので

ありますが、このことにつきましては、また別な

切り口でちょっとお尋ねをしていきたいと思いま

す。

続きまして、公契約についてでありますが、答

弁にもありました、やはり低価格などの入札によ

りまして、そのしわ寄せが企業のほうに行ってい

るのではないかという懸念はあるということであ

ります。現在公共工事の入札の場合、予定価格と

いうのがありますが、これはどのような形で決定

されるものなのかお聞きしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 財務部長。

（ ） 、〇財務部長 下山益雄 予定価格の設定について

どういう手順で設定されるのかということのお尋

ねでございますけれども、例えば道路工事等の場

、 、合でありますとか そういう工事等でありますと

まずその積算基準となります人件費の部分、ある

いは工事に要します部材の部分、それから設計に

要する部分でありますとか、さまざまなそういう

工事を行うための価格の要素ともなります積算す

るための経費等が一般には市販されております、

そういう価格の部分が。そういう部分を積み上げ

いたしまして、それに事業者の利益となります手

数の部分とか、そういうものを積み上げいたしま

したものが予定価格ということで、一応私どもの

、 。ほうで積算しておる そういうことでございます

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 今の説明ですと、ある程度中

身を積み上げていって、なおかつ受注されます企

業の利益も含めた形で予定価格が設定されている

と。そうしますと、我々に提示されております資

料のほうを見ますと、むつ市の入札率というのは

おおむね90％台が多く、たまに80％を切るような

部分の入札があります。そうすると、その工事の

品質が適正に確保されると考えるその落札率とい

うのは大体どれくらいだと考えておりますでしょ

うか。

〇議長（村中徹也） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 工事におきましては、調

査基準価格という価格がございます。それは、今

議員お話しのように、いわゆる私どものほうとい

たしましては、税等を使ったそういう公共事業を

行うときにはできるだけ安いコストで、しかも品

質のいい工事を行っていただきたいというのが私

どもの本音の部分でございます。ただ、それは一

方では相反する、いわゆるいい工事はしてもらい

たい、だけれども安い費用でやってもらいたいと

いうふうな部分ということでございます。ただ、

その２つの要素というものをちょうど折り合いよ
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く調整いたしますといいますか、いわゆるこのく

、 、らいの経費を下回るようであれば 適正な工事は

これはできないのではないかというふうなライン

の設定がございます。それが調査基準価格という

ことで、入札された業者さんがその線を下回って

札を入れていただくと、入札に参加された業者さ

んの中で、その業者さんが一番低い価格であった

としても、そういうことになるとその工事が円滑

に行われない可能性があるという懸念もあります

ことから、そういうラインを設けてございます。

一概にどのくらいということではないのですけれ

ども、一応その基準というものは定めてございま

す。具体の数字につきましては、その工事工事と

いうふうなことになります。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 調査基準価格ということが今

話されましたが、低価格入札で落札されました方

の話の中で、よく企業努力というふうなことを言

われるのですが、この企業努力といいますのは、

大体はその影響というのは人件費でありますと

か、それこそ下請、孫請の業者のほうに負担がか

かっていくのが多いそうであります。やはり公契

約を通しての入札とか、この契約が地域経済の発

展、地元企業の育成、市民の雇用環境の安定に対

して寄与していかなければいけないという思いは

私も非常に強く思っております。現実の問題とい

たしまして、ここ10年以上設計労務単価といいま

しょうか、これは下落をしております。この単価

というのは、国なり役所のほうで決める単価であ

りまして、それこそ所得をふやしていこうという

ふうな動きに対して、私はちょっと矛盾している

のではないかなというふうな考え方を持っており

ます。

そういうふうなことも踏まえまして、壇上でも

お話をいたしましたとおり、価格にとらわれない

入札方法というのがやっぱり今後研究が必要だろ

。 、うということであります むつ市におきましても

総合評価方式ということで昨年度から取り入れて

いるということでありますが、実績としてどれく

らいあるのか、またこれを今後どのような範囲ま

で広げていきたいというふうな考えがあるのか、

あわせてお聞きしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 総合評価方式、この部分に

つきましては、有効にこれからも活用していきた

いと、このように思います。

、 。件数等については 担当からお答えいたします

〇議長（村中徹也） 財務部長。

〇財務部長（下山益雄） 先ほどもお答え申し上げ

たところでございますけれども、昨年にこの導入

というものを決めてございます。昨年は、年度途

中でありましたことから、件数といたしましては

１件でございます。下水道事業の工事１件を、こ

の方式によって行っております。ことしは、この

件数をさらに広げてまいりたいと。まだ最終的に

はどのぐらいというふうな決定はしてございませ

んけれども、できるだけ少しずつでも広げてまい

りたいというふうに考えてございます。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 今は総合評価方式というふう

なことでの取り組みでありますが、これに加えま

して、いろんな要素を含めたような形での新しい

入札方法といいましょうか、発注方法というのを

ぜひとも今後とも研究をしていただきたいなとい

うふうに思います。

産業観光の推進についてでありますが、下北地

域県民局と下北観光協議会との研究が昨年から行

われているわけなのでありますが、お話ですと、

そろそろ商品化に向けたのがある程度形を見て、

商品として提示されるというふうなことも聞いて

おりましたが、昨年度から商品として研究された

中で新たに産業観光などを含めた新しい商品とい
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うものにはどういうふうなものがあるのか、その

辺おわかりでありましたら教えていただきたいと

思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この産業観光は、現在稼働

、 、している産業 そういうふうなものをまずご見学

そして知的好奇心をわき起こしてもらうと、そう

いうふうなまた一つの側面もありますし、また別

の面で、もうその施設はとまってしまったのだけ

れども、歴史的、文化財的な意味があるというふ

うなことで、その歴史を回想しながら、また知的

好奇心をわき起こすという２つの側面が私はある

のではないかなと、このように思っております。

当市では、さまざまな場面の中でそういうふう

な産業観光につながるものがあろうと私は認識し

ております。例えば先ほど新幹線のお話もござい

ましたので、新幹線で新青森駅にお越しいただい

た観光客の方は、高速艇で脇野沢地区に入ります

と、そんなに規模は大きくないのですけれども、

ふるさとの香りがいっぱい漂う、そしてまた日本

の食の原点というふうな感じの炭火であぶってい

る焼き干しづくり、ああいうふうなものも非常に

魅力のある、東京でこれ１回報道されたことがあ

るのですけれども、東京だけの放送で、そういう

、 。ふうなことで 後で聞かれたことがございました

炭火でイワシの焼き干しをつくっている。煮干し

ではなくて焼き干しを丹精込めてつくっている、

ああいうふうなシーン。そしてまた、西通りに入

ってきますと、陸路で下北ワイン、これはまさし

く１次産業、２次産業、３次産業というふうな形

での、今言う６次産業、生産、そして加工、そし

て販売というふうな形、あのワイナリーの風景、

そこにブドウ畑というふうな形の中で、非常にこ

れからＰＲをしていくいっぱいそういうふうなも

のがあろうと。また、先ほど壇上でもお答えいた

しましたように、大湊地区の水源地にかかわる歴

史的な財産、そういうふうなものがあります。ま

た、大畑地区では海峡サーモンをどうやってつく

っていくのか、そういうふうなさまざまな部分で

の今つくっているもの、そしてこれまであったも

の、また川内地区では安部城鉱山、そういうふう

なものもこれからしっかりと手がけて、着地型と

いうふうなことで産業観光、歴史的なものと今つ

くっているもの、そういうふうなものもこれから

考えていかなければいけないし、その現況等につ

いては担当のほうからお答えいたしますけれど

も、ここは原子力産業が非常にありますので、先

般も中間貯蔵施設、８月31日、設工認がおりまし

たら ただちに視察の方々が２チームくらい 20人、 、

くらいの視察の方々がお越しになっていると、そ

ういうふうなものも一つの交流人口の中では期待

ができるものと、産業観光の一つとしてとらえる

ことができるのではないかなと、このように思っ

ております。

具体的には、件数等については担当からお答え

いたします。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 市長答弁に補足説明させ

ていただきます。

現在着地型商品の開発ということで、当初約

90品近くの事業商品プランが出されたわけなので

すが、現在約30ほどに絞り込まれまして、現在も

なお検討している最中でございます。この中に産

業観光という部分では、残念ながら数多くはござ

いません。先ほど市長答弁の中にも出ましたけれ

ども、川内のブドウとワイナリー、この部分が今

一つの商品として検討されている状況にございま

す。あとはそんなに産業観光のほうは多くござい

ませんので、今年度だけではなくて、今後の事業

展開の中で、そういった産業観光という視点から

の商品開発もこれから検討を進めてまいりたいと

いうふうに考えてございます。
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〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 今部長の答弁の中で30くらい

に絞り込まれてきている、その中でワイナリーと

いうことを１つ挙げられましたが、30まで絞り込

まれましたこの商品は、それこそいつごろ日の目

を見ることができるのでしょうか、そのあたりの

めどというのも立っていないのでしょうか。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（櫛引恒久） 大分絞り込まれまして、

商品化の可能性は高いものと考えてございます

が、あとはその取り扱いをしていただきます旅行

業者さん等々との、要するに商業的にペイするの

かどうかといったことも当然これから細かい検討

が必要となりますので、現段階で30が俎上に上が

って絞り込まれたということでございます。

〇議長（村中徹也） 25番。

〇25番（中村正志） 私の時間もあと少しでありま

すので、次の質問で最後にしたいと思います。

社会科見学についてなのでありますが、むつ市

でよく行っております社会科見学の公共施設につ

いて、見に行ったときに感じることは、最初から

こういうふうなことを受け入れるようなことを思

って、果たしてその部分にも考慮して設計がされ

ているのだろうかというふうな部分を非常に感じ

ております。ことし行政視察で訪れました焼却施

設の場合は、もう最初からたくさんの方が見に来

るということを想定して、それらに配慮した設計

になっておって、十分社会科見学の場所として活

用されておりました。この点は、直接教育委員会

のほうに関係あるのかわかりませんが、今後むつ

市の公共施設をつくる場合、そういうふうな社会

科見学にも対応した、配慮した設計というのが必

要だと思いますが、そのあたりについてはどう考

えているのでありましょうか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） これから大きな公共施設の

展開というのはなかなか厳しいものがあろうと思

います。しかしながら、現存の公共施設等々で社

会科見学等行う場合は、しっかりとしたコースど

りをし、さまざまな場面で、特に小・中学生の場

合においてはわかりやすいような説明ができるよ

うな体制、これをとっていかなければいけないも

のだというふうに思っております。今公の部分で

のお話でございますけれども、民の部分において

は、なかなかこれは相手方もございますので、ご

理解をしていただく、そしてまたご協力を仰がな

、 。ければいけない そういうふうな部分があります

また、私先般地元企業というふうなことで視察

をさせていただきました。コースは整ってはいる

のですけれども、機械等が非常に危険性を伴う場

合もあるというふうなことで、大人数の子供たち

をご案内するというふうなことはなかなか厳しい

ような状況にあるところであります。糸を巻いた

り、ああいうふうな機械がかなりたくさんありま

すので、そういうふうなところはなかなか難しい

ところがありますけれども、どういうふうな部分

が可能なのか、そしてまたそういうふうな部分に

おいては、市民ホールに地元企業というふうなこ

とでのコーナーも今徐々に整いつつありますの

で、そういうふうなところでご理解を深めていた

だくような手法、これもとっていきたいと、こう

いうふうに思います。

〇議長（村中徹也） これで、中村正志議員の質問

を終わります。

昼食のため午後１時10分まで休憩いたします。

午後 零時０８分 休憩

午後 １時１０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎横垣成年議員
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〇議長（村中徹也） 次は、横垣成年議員の登壇を

求めます。５番横垣成年議員。

（５番 横垣成年議員登壇）

〇５番（横垣成年） むつ市議会第205回定例会に

当たり、日本共産党、横垣成年が一般質問をいた

します。市長及び理事者におかれましては、前向

きなご答弁、よろしくお願いをいたします。

８月31日、使用済み核燃料中間貯蔵施設の建設

が始まりました。今もってむつ市以外で受け入れ

を表明している自治体はありません。なぜむつ市

だけが受け入れたのでしょう。市民は言います、

お金が欲しいからと即答いたします。中間貯蔵施

設は、倉庫のようなもので安全なものだとむつ市

は説明しました。しかし、何かあったときの対応

のためオフサイトセンターを建設するとむつ市は

言います。やはり100％安全ではないということ

なのであります。

中間貯蔵施設は、東京電力が中心となってつく

ります。安全な施設であれば、東京や東京の近く

につくればいいものであります。なぜわざわざこ

んなに遠くに運んでくるのでしょう。安全でない

から、住民が許さないから東京などには建設でき

ないのであります。

市長は、ＩＡＥＡの国際会議で、住民にわかり

やすく情報を提供するために説明会や専門家会議

などさまざまな会合を計画しましたと報告をいた

。 、 。しました 十分な情報 説明だったのでしょうか

六ヶ所再処理施設建設以来青森県は、原発推進の

御用学者が多く動員され、原発ありきのパンフや

お金に糸目をつけないマスコミを利用した原発推

進の一方的な宣伝が垂れ流しされている地域とな

っております。むつ市民に公平な立場で情報を提

供したのでしょうか。また、何人の市民に説明し

たのでしょうか。一方的な中間貯蔵施設ありきの

情報提供と説明ではなかったのでしょうか。

前市長が平成15年に中間貯蔵施設の誘致表明を

し、それを受け市民は、住民投票をしてほしいと

して運動をしました。宮下市長は、当時一議員で

あり、住民投票に反対する先頭に立ち、平成15年

「 、９月定例会では 議会制民主主義を守る立場から

住民投票条例案を退けるものであります」と住民

投票条例案に反対討論をいたしました。結局使用

済み核燃料中間貯蔵施設は議会が承認し、住民合

意はないまま誘致されてしまいました。宮下市長

は、市民に説明はするけれども、住民投票という

形で市民の意思を確認する考えは今もってありま

せん。それでも「まちづくりの主役は市民」と言

います 「まちづくりの主役は市民」という言葉。

は、住民投票を率先して行う自治体の長が言う言

葉であります。

下北半島が原発半島となってきた原因は、自民

党政治がアメリカ言いなりの輸入自由化を推し進

、 、 、 、め 農業 林業 漁業での生活を困難にしたこと

また大企業、都会中心の政策を推し進め、地方か

、 、ら仕事を奪い その結果地方自治体の税収が減り

さらに地方交付税も減らし、自治体が財源に困る

ような状態にしてきたこと、そして財源に困る自

治体に国策と称し、住民が嫌がる国の政策をお金

とセットで押しつけてきたという自民党政治の悪

政が主な原因であります。しかしながら、幾ら財

源が欲しいとはいっても、使用済み核燃料中間貯

蔵施設誘致に当たっては危険が伴う施設であり、

永久貯蔵施設の可能性がある施設でもあり、むつ

市としては住民の意見を聞き、住民の意思を確認

する市政が求められるものでありました。地方を

衰退させてきた自民党政治を変え、地方で働き、

生活ができる政治にしていくことこそがそもそも

根本的な解決策であります。

現民主党の政権もまだまだ自民党政治から脱却

できておりません。日本は、国の悪政によるセー

フティーネットの不完全さから、自殺者３万人と
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いう犠牲を払ってきました。これ以上の犠牲者を

ふやさないためにも、早期に新たな政治を、それ

こそ憲法に明記する国民主権、国民こそ主人公の

政治を実現しなければなりません。住民を得るこ

となく一方的な情報と説明で強行した使用済み核

燃料中間貯蔵施設の建設に反対を表明し、一般質

問に入ります。

、 。第１点目 旧庁舎跡の利用についてであります

まず、市の考えについてお聞きいたします。特に

なければ、旧庁舎跡にまだ使える建物をむつ市郷

土館として利用または改築することを提案したい

と思います。むつ市には、むつ市の全体像がわか

る施設がありません。むつ市の歴史を知り、先人

の姿を知り、現在があることが知ることができる

施設、むつ市の歴史、自然、文化などがわかる施

設があれば、むつ市民はむつ市民に誇りを持ち、

むつ市を大切にしよう、むつ市をよくしようと思

い、郷土愛も多く芽生えるものとなります。むつ

市が豊かな自然を取り戻し、豊かな自然と共生し

ながら発展するむつ市を築く拠点となる郷土館と

しての利用を検討すべきと思いますが、お聞きい

たします。

次に、質問の第２点目、情報公開についてであ

ります。埼玉県の和光市では、松本市長がほんと

うの市民主権を目指すという項目であります。こ

れまでも和光市は、市民参加条例の制定や協働の

推進などの市民参加を推進してまいりましたが、

これをさらに強力に進めてまいります、一定の要

件を満たせば自動的に住民投票が行える常設型住

民投票条例の制定を目指してまいります、開かれ

たわかりやすい市政を推進すると表明し、情報公

開と民主主義の徹底を推し進めております。すべ

て和光市のようにとは言いませんが、市長自らの

交際費と資産等のホームページへの情報公開と各

審議会が一目でわかるようにホームページに掲載

し、市民が審議会に参加したくなるような工夫を

すべきと思いますが、お聞きをいたします。

質問の第３点目、まちづくりについてでありま

す。墓地と住環境についてお聞きいたします。む

つ市は、中心にお寺があり、墓地があります。昔

は、田名部の中心は本町と田名部町であり、お寺

はその周りに建てられておりました。現在は、お

寺が住宅地に囲まれ、町の中心に存在するという

状態になりました。むつ市内の墓地の現状はどの

ようになっているのでしょうか。問題となってい

る場所はないのでしょうか。むつ市の墓地設置基

準があるのであればお聞きいたします。特にない

のであれば、今後どういう判断で設置許可をする

のでしょうか。どこでもよいということになって

いるのでしょうか。墓地の経営許可に関しては、

周辺の生活環境との調和も一つの判断要素であ

る、地域の実情に応じて学校、病院、その他の公

共施設、住宅、河川等との距離が一定以上あるこ

と等を求めることが考えられると厚生労働省は墓

地経営・管理の指針を出しております。厚生労働

省の指針をどのように考えているのでしょうか。

むつ市でも一定の設置基準を設け、周辺住民との

調和がとれた墓地のあり方を目指すべきと思いま

すが、お聞きいたします。

、 。質問の第４点目 教育行政についてであります

まず、文部科学省の第８次教職員定数改善計画案

などについてです。文部科学省は８月27日、第８

次教職員定数改善計画案、30から35人学級の計画

案等を決定いたしました。これを受けむつ市では

どのような対応が考えられるのでしょうか。特に

ないのであれば、県内でも有数のマンモス校であ

る田名部中学校では教師の負担と生徒のストレス

が他校に比べて高くなっていることを市民から聞

いております。文部科学省の30から35人学級の計

画実施を機会に田名部中学校のマンモス校を解消

すべきと思いますが、お聞きいたします。

次に、国連の子どもの権利委員会の勧告とむつ
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市の現状についてであります。子どもの権利委員

会の勧告をむつ市はどのように受けとめているの

でしょうか。子どもの権利委員会は、過度に競争

的で子供の発達にゆがみをもたらしていると指摘

された教育制度については、これまで以上に厳し

い懸念を表明しております。高度に競争主義的な

学校環境が、いじめ、精神的障害、不登校、登校

拒否、中退及び自殺に寄与していると指摘しまし

た。むつ市の現状はどのようになっているのでし

ょうか。問題はないのでしょうか。過度の競争教

育にならないよう配慮し、バランスのとれた適度

の競争教育にとどめ、人格の全面発達を目指すこ

とを教育の目的とすべきと思いますが、お聞きい

たします。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 横垣議員のご質問にお答え

いたします。

横垣議員、ご質問の冒頭にさまざまお話しなさ

れましたけれども、私は議会のルールに従いまし

、 。て 通告されたことのみ答えさせていただきます

まず、旧庁舎跡利用についてのご質問の第１点

目、市の考え方についてであります。旧庁舎に係

る移転基本計画に基づいて、今年度、議会棟を含

めた旧本庁舎を解体整地することとしており、本

年９月末から10月をめどに解体工事を発注し、

11月末には解体工事が完了する予定となっており

ます。また、北庁舎、東庁舎、南庁舎及び情報セ

ンターは、現在建物の安全性を確認するため、旧

庁舎耐震等診断業務を委託し、業務完了を９月末

日として進めているところであります。その診断

結果によって、用途に応じた改修の必要性の有無

や、それに伴う経費合理性などから、残存建築物

の建物用途がある程度限定される可能性があるも

のと考えております。したがって、残存建築物の

耐震診断の結果を踏まえ、利用の適否も含め、利

活用について具体的な検討を行っていきたいと考

えておりますし、横垣議員ご提案の郷土館の必要

性については、長期総合計画の主要計画として、

学芸員の配置や、仮称でありますが、むつ市歴史

民俗資料館の整備に努める旨うたっているところ

でありますので、ご理解を賜りたいと存じます。

ご質問の第２点目、むつ市郷土館としての利用

改築については、教育委員会からお答えいたしま

す。

次に、情報公開についてのご質問の第１点目、

市長交際費支出基準と交際費公開について及び第

、 、２点目 市長の資産等の公開についてのご質問は

担当からお答えいたします。

次に、第３点目、各種審議会の公開についての

ご質問にお答えいたします。現在当市には33の附

属機関が設置されております。昨年度中に開催さ

れた附属機関の会議のうち、会議そのものを公開

したり、または会議録を公開したところは、その

うち３つという結果でした。市の政策形成過程の

透明性を高め、市民に開かれた市政を推進するた

めにも、附属機関の会議については会議の公正か

つ円滑な運営に支障のない範囲内において公開と

し、さらに会議録を公開するなど、市民との情報

共有を図っていくことが望ましい姿であると考え

られます。

ことし２月に策定いたしました第５次行政改革

大綱では 「まちづくりの主役は市民」とする観、

点から、市民協働参画の理念のもと、いかにして

市民参画の機会を拡大していくかということを大

きな課題としております。市民が附属機関の会議

に足を運んだり、委員の公募に興味を持つきっか

けとなるように、ホームページ等の掲載方法を工

夫し、会議についての情報をわかりやすくお知ら

せすることは、この市民参画の機会拡大の取り組

みの一つとして非常に有効なものであると考えま
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す。他自治体においては、附属機関の所掌する事

務の内容、会議の開催日程、会議録、委員の公募

情報等を一覧表にしてホームページに掲載してい

るところがありますので、それら自治体の取り組

みを参考としながら、当市においても附属機関の

会議についてのわかりやすい情報提供について検

討してまいりますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

、 、 、次に ご質問の３点目 まちづくりについては

担当部からお答えいたします。

４点目の教育行政につきましては、教育委員会

よりお答えいたします。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 横垣議員の旧庁舎跡利用に

ついてのご質問の２点目、むつ市郷土館としての

、 。利用 改築についてのご質問にお答えいたします

先日の工藤議員のご質問にもお答えいたしまし

たが、各地区に多くの文化財、民具等の歴史的資

料を保管している状況から、教育委員会といたし

ましては、将来的に文化財、歴史資料等の調査研

究、そして市民への学習機会の提供等を目的とし

た、仮称ではありますが、歴史民俗資料館の建設

を目指したいと考えております。この施設は、博

物館法の適用も視野に入れた施設とすることか

ら、湿度管理、空調管理、薫蒸処理ができる施設

を考えております。ただいま市長から答弁があり

ましたように、現在耐震診断を実施し、その利用

の可能性を調査している状況にありますので、そ

の結果に基づき、今後市長部局で検討を加える旧

庁舎跡利用計画の中で歴史民俗資料館の建設まで

の間、一時的な利用の可能性について検討させて

いただきたいと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

次に、教育行政についての質問の１点目、文部

科学省の第８次教職員定数改善計画案等について

のご質問にお答えいたします。８月27日、文部科

学省では、さきの中央教育審議会の提言を受け、

新公立義務教育諸学校教職員定数改善計画案を公

表いたしました。この計画は、30年ぶりに40人学

級を見直し、平成23年度から平成28年度の６カ年

、 、の計画により 小・中全学年で35人学級を実現し

平成29年度、平成30年度の２カ年で小学校１、２

年の30人学級を実現することを柱とした画期的な

ものであり、計画初年度の平成23年度には、教職

員8,300人の増員を要求することとなっておりま

すが、教育委員会といたしましては、全国都市教

育長協議会を初め、あらゆる機会を通じて計画実

現を働きかけるとともに、国・県の動向を注意深

く見守りたいと考えております。

なお、少人数学級への取り組みとして、青森県

では、平成14年度よりあおもりっ子育みプラン

、 、 、21として 小学校１ ２年生及び中学校１年生で

学年２学級以上について33人学級を実現してお

り、今年度は市内３小学校、２中学校においてこ

の制度を利用しております。

次に、田名部中学校のマンモス化についてのご

質問にお答えいたします。議員ご指摘のとおり、

田名部中学校は ５月１日現在 生徒数735人 22学、 、 、

級の県内でも有数のマンモス校となっておりま

す。教育委員会といたしましては、教育環境向上

の観点から、ぜひ分離校の建設を行いたいと考え

ておりまして、むつ市教育プランでもそのような

位置づけをしているところであります。しかし、

現在の文部科学省の基準では、25学級以上でなけ

れば分離校の建設は認めないとの方針を打ち出し

ていることから、制度的には難しい状況にありま

すものの、将来の制度改正を見据えた検討も必要

であると考えているところであります。教育委員

会では、今年度から田名部中学校学区の分離に向

け、適正な学校規模、通学区の設定などの検討を

スタートさせたいと考えておりますので、ご理解
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を賜りたいと存じます。

次に、子どもの権利委員会の勧告とむつ市の現

状についてのご質問にお答えいたします。まず、

むつ市の児童・生徒の過去５年間の状況でありま

す。精神的障害や中退及び自殺については、事例

がありません。不登校、登校拒否の発生率につい

ては、平成17年度が1.16％、昨年度が1.56％と微

増傾向にあります。また、いじめの発生件数、い

じめられた児童・生徒の人数は、最も人数の多か

った平成18年度が24人に対し、昨年度が６人と減

少傾向にあります。

次に、人格の全面発達を目指す教育の実践につ

いてであります。むつ市教育委員会といたしまし

ては、平成19年12月策定のむつ市教育プランに学

校教育推進目標として、知、徳、体の調和のとれ

た人間性豊かな児童・生徒の育成を掲げました。

、 、意欲を持って主体的に学ぶ子供 豊かな心を持ち

思いやりのある子供、そして心身ともに健康でた

くましい子供をはぐくむため、小学校から中学校

への移行期における学習面の不安や人間関係づく

り等の心理的負担の軽減、いわゆる中１ギャップ

の解消に向け小中一貫教育を推進し、教育基本法

第１条にある人格の完成を目指す所存であります

ので、議員のご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 総務政策部長。

〇総務政策部長（阿部 昇） 情報公開に係る第１

点目の市長交際費支出基準と交際費公開について

のご質問にお答えいたします。

まず、交際費につきましては、むつ市議会第

202回定例会において、中村正志議員の一般質問

に同様の回答をしているところでありますが、市

長もしくは代理の者が市を代表して行政の円滑な

運営を図るうえで、外部との折衝及び儀礼的接遇

等を行う場合において、社会通念上妥当であると

認められる範囲内での支出に努めております。具

、 、 、体的に申し上げますと 各種団体 協議会の総会

懇親会、または意見交換会等の会費、あるいは各

種式典及び祝賀会等の慶祝へのご祝儀等のほか、

市政関係者等の葬儀、法要への香典、供花に係る

経費について、それぞれ運用基準の定めに従って

支出しているところでございます。

交際費の執行に当たりましては、各種行事等の

案内通知、出席依頼等を１件ごとに内容を確認、

精査し、行政運営上必要であると認める場合に限

り、関係部署間で調整を図りながら対応している

ところであります。その執行状況の公開につきま

しては、これまでもむつ市情報公開条例に基づき

情報の公開に努めてまいったところであります

が、より一層透明、公正で開かれた市政運営を図

るためには、どのような方法が市民の皆様により

よい理解をいただけるのか、市ホームページへの

掲載も含め検討してまいりたいと思っておりま

す。

いずれにいたしましても、これまで同様支出の

内容及び金額が市民感覚とかけ離れることがない

、 、 、よう 社会経済情勢 地域の慣習等を十分考慮し

社会通念上の儀礼の範囲を逸脱しないよう努めて

まいりたいと思っておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、第２点目の市長の資産等の公開について

でありますが、市長就任以来、むつ市長の資産等

の公開に関する条例に基づき、資産等報告書を初

めとする定められた書類を作成し、閲覧に供して

おります。これらにつきましては、どなたでも閲

覧できることとなっておりますが、毎年新聞報道

等により一斉に公表されていることから、報道関

係者以外からの閲覧の請求はほとんどない状況に

ございます。しかしながら、政治倫理の確立のた

め、交際費と同様に市民の皆様から透明性及び公

正性をよりご理解いただけるよう努力してまいり

たいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。
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〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） 次に、ご質問の３点目、

まちづくりについての墓地と住環境について市長

答弁に補足説明させていただきます。

、 、まず 墓地の現状はどのようになっているのか

また問題の場所はあるのかについてであります。

現在市で把握している墓地ですが、市で運営して

おります墓地公園が１カ所、宗教法人管理が39カ

所及び町内会などで管理している墓地が58カ所の

計98カ所が墓地埋葬法による許可を受けた墓地と

なっております。

また、問題の場所があるのかとのことでありま

すが、宗教法人で管理する墓地は、ほとんどが地

域の中心部に位置しており、周囲には各檀家や一

般住宅がありますが、住環境の問題は起こってお

らず、長年にわたり、その環境をそれぞれご理解

いただいているものと考えております。

２点目の墓地設置基準はあるのか、特にないと

すればどういう判断で設置許可をするのかについ

てでありますが、市では設置基準は設けておりま

せん。しかしながら、平成12年に厚生労働省から

の通知及び青森県環境保健部からの委任事務処理

要領に示す許可基準に基づき、必要な書類審査や

現地調査により許可事務を取り扱っております。

議員がご懸念されております周辺環境や地域の実

情も勘案して対応することとしておりますので、

ご理解を賜りたいと思います。

３点目の墓地設置基準を設けるべきではないか

とのご質問でありますが、県内の状況を調査のう

え検討してまいりたいと考えておりますので、ご

理解賜りたいと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） まず第１点目、旧庁舎跡利用

。 、についてお聞きしたいと思います 今解体をする

その後に耐震診断をして、その後検討するという

、 、答弁でありましたが これは検討するに当たって

ぜひとも住民の方も交えた、そういう検討であっ

てほしいなと、まず基本的に思うのです。そこの

ところをどう思っているのか。市の職員だけで議

論してしまうのか、そこのところをちょっとお聞

きしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） それらもあわせて検討して

いきます。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） その旧庁舎跡をこうしてほし

いといういろんな思いを持っている住民がたくさ

んおりますので、そういう住民の声を十分吸収す

るような検討会というのを実現してもらいたいな

と思います。それで、どういう意見が出るかはわ

かりませんが、私のほうで提案した郷土館、そう

いう方向でぜひ議論になってほしいなと、これは

私が願っているのですが。

私自身このむつ市に生まれて、実際むつ市のこ

とをほとんど知らなかったというのが最大の反省

。 、だなと今思っております それはなぜかというと

何かむつ市というものが、テレビ時代ですが、ほ

とんどテレビには出ないし、話題にならないとい

うところで、もう頭から消え去ってしまったかな

というふうなことがあったなと。そこで、小さい

ころ、例えば郷土館というのがあって、そこに行

って、いろんなものを見てさわったり、読んだり

したというふうなことがあれば、小さいながら、

ああ、むつ市ってこういう歴史があった、こうい

う人がいたんだ、こういう自然があるんだな、ヒ

バというすばらしい木があるんだなと。市長は嫌

いですけれども、クマというのもいて、しかもそ

れが毎年何十頭と殺されて、今途絶えようとして

いるとか、そういう現状をそこに行ったら知れる

というふうになると、頭からそのことが離れない

で大人になって、ではむつ市をどうしていこうか
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なとかという発想になっていくと思うのです、ま

ず。この地域を何とかしたいというその前提に地

域を知らなくてはいけない。ところが、今のむつ

市には、その地域を知るすべがないのです。

私自身むつ市のことを知っているというのは、

自分の家の周辺で遊んだ豊かな自然と、地域で秋

になれば米がとれて、本当に生き生きとして働い

て、その収穫に笑顔を絶やさないというふうな、

何かそういう大人のイメージしかなくて、もう都

会のほうに出てしまったと、それしかもうむつ市

のこと知らなかったです。会津藩との関係等も全

然知らなかったし。だから、そういう意味で、本

当に私はこの郷土館をつくるというのがこのむつ

市の発展の大きなかなめになるのではないかなと

いうふうに思っておりますので、そこのところの

基本的な考え方、市長にお聞きしたいなというふ

うに思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） ご質問の中でクマが嫌いと

いうふうなことのお話がございましたけれども、

嫌いというよりも怖いのでございます、私は。や

はり市民の安全に危機を及ぼすもの、こういうふ

うなものに対してはしっかりした対応をしていか

なければいけないだろうと。そういうふうな思い

で怖いということで、決して嫌いというふうなイ

メージは持っておりません。自然を守るというふ

うな部分で希少価値のある動物等については、そ

れなりの対応をしていかなければいけない、こう

いう思いでございますので、その部分には否定を

させていただきたい、こう思います。

それから、横垣議員、郷土のことをほとんど知

らなかったというふうなご発言でございましたけ

れども、非常に残念でございます。私は、そうい

うふうなことはできるだけ郷土のことを愛し、郷

土のことをまず知ること、そしてそれが郷土愛に

つながってくると、それが市民の生活の向上、福

祉の向上につながってくるだろうと、そういうふ

うな思いで今も現在取り組んでいるところであり

ます。

１つの例を挙げますと 「むつ市のうまいは日、

本一」というふうなことは、我々の身の回りにあ

るもの、これに自信と誇りを、おいしいものがあ

るのだから、おいしいものをまず自分たちで地産

地消し、そしてそれに対する愛情を深め、そして

それを全国に発信していこうというふうなこと。

今文化財だけのお話をしておりますけれども、む

つ市に対する思いは横垣議員と全く負けないくら

い強い思いがあり、この職で今務めさせていただ

いておるというふうなことでございます。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） 思いは大体同じ方向にあるの

でありますが、ただやっぱりそういう施設がない

ということについて答弁がなかったので、本当に

残念なのですが、そこの市長の思いというのも、

そこのところの、その知らなかったのは本当に私

自身も勉強不足で大変申しわけなかったのです

が。ことわざにも温故知新と。古きを温め新しき

を知る。やっぱり歴史、現状を知らないと、また

新たな取り組み、新たな発明というのもほとんど

ないのです。だから、現状とか歴史、やっぱりこ

れを知る拠点となる、そういう施設、これについ

ての市長のまず考え方をお聞きしたいと思いま

す。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 建物を建てるというふうな

部分、横垣議員これまで、私も議員として横垣議

員とは１期ご一緒させていただきましたけれど

も、箱物をつくるというふうな部分について、か

なり否定的なお話が連綿として続いてまいりまし

た。その中で今回こういうふうな形で郷土館を建

てたらどうかというご提言、また旧庁舎を利用し

たらどうかというご提言でございました。ご提言
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はご提言としてお受け取りいたしますけれども、

財源をどこに持っていくのかというふうなとこ

ろ、その財源についてはやはり原子力に関する財

源というふうなものもあるわけでございます。た

だ、その部分においては、冒頭で全否定をなさっ

たというふうなことも念頭に入れながら検討して

いかなければいけないものだろうと、こういうふ

うに思っております。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） 財源をどうするかということ

でありますが、何も立派なものをつくれというこ

とを私は言っていないです。だから旧庁舎、これ

、 。はまだまだ使える建物だと思います 北庁舎とか

レイアウトを今私思い浮かべると、ちょうどいい

のです。１階は旧税務課で、それこそがらんと壁

がなくて広い、陳列するのにちょうどいいし、旧

選挙管理委員会は、そこに事務室を置くのにちょ

うどいい小さい部屋だし、２階もちょうど右側の

ほうは吹き抜けになっているから、あそこも陳列

するのにいいし、３階も同様です。という建物に

なっているから、ちょうどいいなというふうなこ

とを思っていますので、何もお金をそんなにかけ

なくても、今ある建物を利用すればできるかなと

いうふうに思って提案をいたしました。

本当にこの地域をよくするというのは、地域に

住む人にしかできないですよね。今むつ市は東京

電力に一生懸命頼ろうという、そういうシグナル

を発しておりますけれども、

なぜなら、子孫に負

の遺産を残したくない、交付金や寄附金など要ら

ないよと、こういうふうなむつ市民が多くなった

ら困ってしまうのが当の本人なのです。そのぐら

いむつ市に誇りを持って、この自然を汚したくな

い、子孫に負の遺産を残したくない、これぐらい

郷土愛を持つような市民になってしまったら困る

のは当の本人だということも、やはり地元をよく

するのは地元の人、他人に余り頼らない、こうい

う考え方も私は大事かなということを思って次の

質問に入りたいと思います。

さあ、次は情報公開についてです。ちょっと順

番は逆になりますけれども、審議会、これはむつ

市は33あると言いました。そこで、この33の審議

会、これは附属機関と言いましたよね。地方自治

法136条に基づいて設置していると。これは33。

その中でたった３つしか公開していない。私本当

にこれ残念だなと思いました。私冒頭で言いまし

た和光市。和光市は21の附属機関、各種懇談会と

いうのが17設けて、ほとんどが公開です。非公開

がたった３つだけ。こういう形で、私取り上げた

和光市の松本市長というのは、本当に情報公開と

民主主義の徹底を自分からもう進めているので

す。

そこでお聞きしたいのが基本的なことです。今

むつ市は、そういう意味では情報公開、もうこれ

で十分だという状況にあると市長は思っています

か。それともまだまだいろいろ検討しなくてはい

けないという部分もあると考えているか。まずそ

この基本的な市長の考え方、今でもう十分情報公

開は完了しているというふうに考えているかどう

かお聞きしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 附属機関の会議につきまし

ては、会議の公正かつ円滑な運営に支障のない範

囲内において公開とし、さらに会議録を公開する

など、市民との情報共有を図っていくことが望ま

しい姿であるという姿勢をとらせていただきま

す。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） そういう回りくどい言い方で

なくて、今現在がもうこれで情報公開は市長とし
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ては完了していると、100％自分の思いとしては

完了しているかどうかというのを今聞いているの

です。イエスかノーか、それだけでいいです。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今お話をいたしましたよう

に、さらに会議録を公開するなどというふうなと

ころで、もっともっと進む、さらにとお話をいた

しましたので、その中の文脈の中でご理解をいた

だけるものと、このように思います。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） だからそういう意味では市長

もまだまだ今の段階では不十分だというふうに、

逆に言うとそういう認識をしているということで

、 。すから もっともっと進めてもらいたいのですが

私がなぜこういうふうに一般質問で一々取り上

げないと、そういうふうにホームページに、ほか

の市でどんどん進んでいることをやっている人が

いっぱいあるのです。それが自動的にホームペー

ジに載せてくれないのかなというのがまず最初に

残念に思ったことなのです。市長は、それこそ選

挙の公約で情報公開を進めるというふうに言って

いましたから、もう自動的にどんどん、どんどん

いろんなのがもうホームページを見れば情報が手

に入るのかなというふうに期待しておりましたけ

れども、そういう意味ではこれから、私は今回市

長自身の資産と交際費、そして審議会だけを取り

上げたのですが、答弁では大変いい答弁もらいま

した。例えば審議会はそれなりに全部公開するな

ど検討していくというふうな答弁でしたので、ぜ

ひそういう方向でお願いしたいのですが、そして

これ以外に、例えば市長自身が考えている、また

検討しなくてはいけないものというので何か考え

ているものはあるのでしょうか。具体的に。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 横垣議員のご質問のご趣旨

は、今考えていることをホームページに公開しろ

ということなのですか。そこのところがよく理解

できませんです。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） 余り細かいところまで市長自

身も余りホームページを見ていないというところ

で、ぱんと浮かんでこなかったのかというふうに

思います。私は、今回とりあえず審議会と市長の

資産と交際費だけをホームページに載せて公開し

てほしいということを取り上げたのです。ほかの

自治体では、それ以外でもいろんなのをもっと公

開しております。だから、そういうのを何か１つ

か２つ事例が出るのかなと思っていましたけれど

も、出なかったので、よろしいです。

審議会以外の答弁では、交際費のほうは社会通

念上妥当なものを支出しているということで、ホ

ームページの検討もするという答弁でありまし

た。資産のほうが、そういうホームページという

文言が答弁になかったのですが、何かホームペー

ジに載せると都合悪いようなものがあるのでしょ

うか。和光市では、もう全部出しているのですけ

れども、そこをちょっと再度確認させていただき

たいと思います。

〇議長（村中徹也） 総務政策部長。

〇総務政策部長（阿部 昇） 先ほど市長の答弁に

もありましたような理念で進めてまいるというこ

とですが、今指摘の何か都合悪いものが云々とい

う、そういう次元のものではございません。決し

てそうではありません。

それと、先ほど市長の答弁にもありましたよう

に、たまたまマスコミの方々の情報の収集力で、

所定の期日に一斉に新聞報道されるという、それ

で比較検証もあわせて行うことができるという利

点もそこにあるかと思いますので、その辺の方法

論も含めまして検討させていただくということで

ご理解願いたいと思います。

〇議長（村中徹也） ５番。
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〇５番（横垣成年） それでは、検討ということで

ありますが、こういうのなんか、余り検討しなく

てもいいような、ほかの自治体はすぐホームペー

ジを見れば、もう手に入る情報ですから、検討と

いうそういう次元ではないのかなとも思ったりし

て、すぐもうあしたからやりますというふうな、

そういう課題ではないかなと思うのです。既に今

現在情報公開で県のほうにも報告とか出している

という現状を踏まえれば、あしたにでも掲載する

というふうな形の答弁でも何も差し支えないので

はないかなというふうに思いますので、そこのと

ころを再度確認させていただきます。

〇議長（村中徹也） 総務政策部長。

〇総務政策部長（阿部 昇） 迅速にできるかでき

ないかという可能性の問題では、それは可能でご

ざいます。ただ、情報というものは、非常に一方

通行であってはならないものだと思いますので、

受け手である方が誤解しないように的確な情報の

質量をきっちりと内部で取捨選択をして、情報公

開の精神に基づいて公表するというのが理念でご

ざいますので、そういう意味では内部的には全庁

に、各部署にコンテンツマネジャーという職能を

それぞれ置いておりますので、市政だよりの紙面

づくりの問題、またホームページとの兼ね合いの

問題、この辺を体系的に議論をして、そのうえで

迅速に対応してまいるということでございます。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） さて、まちづくりのほうに入

りたいと思います。墓地と住環境についてであり

ますが、前向きの答弁で大変ありがとうございま

す。まだ今現在問題となっているところはないと

、 、いうことで 本当に胸をなでおろしておりますが

これからいろんな場面が出てくるかと思いますの

で、ぜひとも県内と言わずに、青森県はこの墓地

の設置基準がおくれている県です。そういう意味

では県内と言わずに、隣の岩手県が全国でも１、

２番を争うくらい環境に厳しい県なのです。長野

。 、県と岩手県がもう断トツです そういう意味では

隣の岩手県なんかは、本当にいろんな自治体自身

でいろんな指針をつくっておりますので、そうい

う意味では県内と言わずに、隣の岩手県をぜひ学

んでもらいたいと思うのですが、再度県内と言わ

ずに先進地を学ぶという考えはないのかどうか、

そこのところを確認させていただきます。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（齋藤秀人） 学ぶ部分については十分

学んでいきたいと思います。ただしその墓地につ

いては、先ほども言いましたけれども、昔からの

檀家さんとか住民とお寺さんの関係等ございま

す。また、町内会で設置するときは、町内会が必

要であってそこに墓地を経営してございますの

で、その部分において、当然その問題は小さいも

ので終わっているというのがあります。ただ、こ

の良好な状況をいろいろ規制するといいますか、

そういうふうな部分では、またちょっと考えなけ

ればいけないような部分があります。いずれにし

ても、地元に合ったような設置の部分の基準を考

えていきたいなと思っております。

〇議長（村中徹也） ５番。

（ ） 。〇５番 横垣成年 ある市民が言っておりました

都市計画の一つとしてまちづくりを考えていくと

きに、田名部まつりのある中心地周辺が人はふえ

ず空き地や廃墟がふえ、墓地だけが拡張されるよ

うにしてはならないと思いますというふうな何か

声があって、こういう線引きといいますか、いろ

んな指針、やっぱりこういうのも早期につくって

くれることを要望したいと思います。

そして、最後の４番目のほうですが、教育行政

についてであります。ぜひとも田名部中学校のマ

ンモス校、これは本当に先生だとか生徒のストレ

スが高くなっている声を多く聞きますので、今回



- 164 -

の第８次教職員定数改善計画案、それこそ毎年度

毎年度計画というか、予算が示されても、それが

認められるかどうかというのは年度ごとのものな

ので、なかなか計画は難しいと思いますが、ぜひ

その田名部中学校のマンモス校解消に努力しても

らうことを要望したいと思います。

そこで、国連の子どもの権利委員会の勧告とむ

つ市の現状についてでありますが、不登校が若干

むつ市の場合ふえているというふうな回答があり

ました。いじめは少なくなっている。いじめは少

なくなって大変いい、これは多分先生方、職員、

あと地域の方の努力がそれなりに実っているのか

なというふうに考えております。

それで、今毎年学力テスト、これが行われてお

。 、 、ります 今２科目やっていますよね 国語と算数

数学。今民主党政権が、これをもう一科目追加す

るような何か予算計上、概算要求したという報道

がありまして、ちょっと残念なのですけれども。

これむつ市としては、牧野前教育長は、抽出され

た学校は参加するけれども、そうでないのは特に

参加はしないよというふうな立場であったのです

が、遠島教育長の考え方、この点についてちょっ

と確認したいなというふうに思います。牧野前教

育長は、それをやることによって教職員の負担が

ふえると。それでなくても通常の分で、かなり厳

しいスケジュールになっているというふうなこと

を言って、抽出された部分だけにとどめたという

経過があるのですが、そこの部分、遠島教育長の

考え方をお聞きしたいなというふうに思います。

〇議長（村中徹也） 教育長。

〇教育長（遠島 進） 全国の学力テストへの参加

についてでありますが、平成21年度までは小学校

の６年生、中学校３年生全員参加ということで、

全生徒を対象として行われておりましたが、平成

22年度は人数的に約３割の抽出方式ということで

変更されました。抽出されない学校も参加は可能

であったわけですけれども、本市においては青森

県の学習状況調査、それからむつ市独自の学力調

査による結果で、データとしては十分というふう

に考えて参加をしなかったということであります

が、同じような抽出ということであれば、次年度

も踏襲したいというふうに考えておりますので、

ご理解いただければと思います。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） ありがとうございます。新聞

の報道によりますと、抽出されなかったところで

も結局希望すれば受けられるということで、全国

で平均すると73.5％の学校が去年ですか、参加し

たと。抽出だと３割だけで実施したということで

すが、だからそれだけ学力テストということ自体

が過度の競争主義的教育に拍車をかけているので

はないかなというふうに私は思っております。

この過度に競争主義的な教育環境というものに

ついても、ちょっと教育長のお考えを聞きたいの

ですが、今回の子どもの権利委員会への日本の報

告は、それこそ国語だとか算数、数学については

過度の競争、教育内容は充実増加することが考え

られるが、これらは子供たちが社会において十分

にその個性や能力を伸ばすために必要不可欠な基

礎を培うものであって、競争的な性格により、よ

り悪影響が生じるとの指摘は当たらないというこ

とで、この学力テストの競争主義的な部分は指摘

は当たらないと日本は国連に報告しているのです

、 、が 国連のほうはそれ以外の情報も入手していて

そうではないよと、まだまだ競争主義的な環境が

日本の場合は強過ぎるという勧告を今回されてい

るのです。本当に日本の官僚というのは、頭のい

い方がこういう現状と違うようなことを書くのに

一生懸命になっているという意味では、かなり人

的な資源の消耗だなというふうに思うのですが、

そういう意味で国連の勧告、むつ市においてはそ

ういう意味では競争主義的な教育環境になってい
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ないかどうか、そこのところを再度確認をさせて

いただきます。

〇議長（村中徹也） 教育長。

〇教育長（遠島 進） まず、教育活動の内容によ

っては競争意識というのが必要な場合というのも

あるというふうに考えます。ただ、競争をあおる

ことだけでその成果を求めてはならないというふ

うに考えております。これは、児童・生徒のみな

らず、学校教育現場に携わる職員すべてにも言え

ることでありまして、成果主義に陥って子供がな

いがしろにされるようなことがあってはならない

というふうに思います。私が学校にお願いしてい

ることは、子供たちのよさを認めて、子供一人一

人を大切にする教育をしてほしいということをお

話をさせていただいています。そして、その子供

一人一人を大切にするためには、先生方もその一

人一人のよさを認め大切にすることが必要である

というふうに考えておりますので、ご理解を賜り

たいと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） ５番。

〇５番（横垣成年） ぜひともそういう立場でよろ

しくお願いをいたします。

最後でありますが、教育の目的ということで人

格の完成を目指すという答弁もらいまして、大変

私も安心しております。日本は、子どもの権利条

約を批准して、その権利条約には子供の人格、才

能並びに精神的及び身体的能力を最大限可能なま

でに発達させることというふうに、もう第一義に

記入しているのです。ところが、日本の文部科学

省でしたか、教育のほうの文言、日本政府が国連

にやった報告書の中には、人格という文言がなく

て、ただ人権、人権ということだけを表現してい

るのです、人権を大事にするとかと。多分これ人

権というのは、教師が生徒をたたくとか、そうい

うのがないようなという意味で使っているのかな

と思うのです。日本政府自身が人格という言葉を

使わないのです。そういう意味では遠島教育長の

ほうから人格という表現が出て、ちょっと私はほ

っと安心をしておりました。ぜひそういう立場で

むつ市の教育は進めてもらいたいと思います。

以上で一般質問を終わります。

〇議長（村中徹也） これで、横垣成年議員の質問

を終わります。

（ 議長、議事進行、28番」の声「

あり）

〇議長（村中徹也） 28番冨岡幸夫議員。

〇28番（冨岡幸夫） ありがとうございます。

ただいま横垣議員の発言の中で、ある企業名を

出して、地域をよくしたいのかというような発言

。 、 、がございました 会議規則第144条 議員の品格

品位の尊重という思いからすると、非常に相手方

に対して失礼ではないのかなというような思いが

あります。会議録を確認のうえ、削除もしくは謝

罪を含めて申し入れを願いたいものだなと、こう

いうふうに思います。お取り上げ願います。

（ 賛成」の声あり）「

〇議長（村中徹也） ただいま冨岡幸夫議員から、

横垣成年議員の一般質問の発言中に不適切と思わ

れる発言があったのではないかという議事進行が

ありました。議長といたしましては、後刻及び後

日速記及びテープを起こし、精査のうえ議会運営

委員会に諮問し、適切に措置することにしたいと

思います。これにご異議ありませんか。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（村中徹也） ご異議なしと認めます。よっ

て、そのように処理をいたします。

午後２時20分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時１０分 休憩

午後 ２時２０分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き
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ます。

◎新谷泰造議員

〇議長（村中徹也） 次は、新谷泰造議員の登壇を

求めます。３番新谷泰造議員。

（３番 新谷泰造議員登壇）

〇３番（新谷泰造） 民主党の新谷泰造です。むつ

市議会第205回定例会に当たり、通告の順に従い

一般質問を行います。

、 。国政は ねじれ国会で混迷をきわめております

その中、去る８月22日、23日の両日、秋田ビュー

ホテルにおいて民主党東北自治体議員のフォーラ

ムが開催されました。最終日に地域住民のための

地道な活動により、党勢拡大を図ることを決意表

明したところであります。そして、民主党代表選

において民主党むつ下北支部は、自主投票を決定

したところであります。今こそ私は民主党むつ下

、 、 、北支部の幹事長として 逃げない ごまかさない

うそをつかない、道理を通し、むつ市民のために

責任ある政治を実現しなければならないと肝に銘

じております。そして、むつ市において公平公正

でガラス張りの市政運営により、赤ん坊にも、高

齢者にも、障害者にも優しく、思いやり、友愛の

ある市政を実現し、夢と希望の持てる明るい楽し

い社会をつくらなければならないと思うところで

あります。

むつ市民至上主義、市民の生活が一番大切、財

政再建を優先させ、財政を健全化し、市民の福祉

を充実すべきであるという立場から質問いたしま

す。

市長の政治姿勢について。宮下市長の答弁拒否

について質問いたします。まず、さきの定例会で

の一般質問で宮下市長は、現時点で仮に下北医療

センターを解散すると、むつ市はただちに財政再

建団体になる可能性があると答弁しております。

数字を示して具体的に説明をお願いしますという

私の質問に対し宮下市長は、下北医療センターは

経営健全化計画の中にあるということについて説

明し、あげくの果て、解散という仮定のことにつ

いては答弁できないとしております。私には信じ

られません。私が質問しているのは、宮下市長の

議会における答弁の根拠を聞いているのです。宮

下市長が答弁拒否するということは、根拠もなく

思いつきで議会答弁をしているのでしょうか。そ

うだとすれば、議会軽視も甚だしい。

次に、むつ市の隠れ赤字、むつ総合病院の33億

円の債務について。宮下市長は、むつ市は公立病

院改革プランが完結した後の平成26年度以降に返

済を予定していると答弁しております。しかし、

以前定例会での理事者の、毎年少しずつ返済する

予定という答弁と矛盾しております 「そこでお。

尋ねします。毎年の返済をやめた理由、そして平

成26年度以降の返済計画はどのようになっている

のでしょうか」という私の質問に対して宮下市長

は、全く答弁をせず答弁拒否をしております。

次に、宮下市長は、企業は旧脇野沢村の指示に

従っただけで、企業には責任はないという趣旨の

答弁をしております。しかしながら、企業は産業

廃棄物の処理の専門家でありますから、宮下市長

の認識は誤っているのではないでしょうか。専門

家である企業は、不法投棄が違法であることに気

づいているはずであり、企業こそ不法投棄防止の

ために旧脇野沢村に対し忠告すべき立場にあった

のではないですか。例えばマンションの耐震性不

足の構造に気がついた建築家が企業を告発すべき

社会責任を負うのと同じであると思うところであ

ります。宮下市長は、それぞれの判断にゆだねざ

るを得ないという意味不明の答弁をし、答弁拒否

をしております。

私は、６億2,000万円の損害を与えた不法投棄

に加担した企業、いわゆる宮下市長が企業名を公
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表したがらない企業の不法投棄の告発義務という

企業の社会的責任を聞いているのです。以上のよ

うに、宮下市長の市民生活に直接影響することに

なる財政再建、生活環境問題について答弁拒否を

する姿勢では、アンシャンレジーム、いわゆる暗

黒の時代の政治が、このむつ市において現実のも

のになっております。すなわち、一般市民の感覚

、 、からすれば 宮下市長側に不利な情報は秘密にし

有利な情報のみ公開しているのではないかと評価

せざるを得ません。これでは、市民主体の市民の

批判にこたえる市政とは言えません。いま一度宮

下市長には、私の一般質問の日本語の意味、質問

の趣旨を正確に理解し、誠意ある答弁をお願いい

たします。

次に、新聞報道によりますと、さきの参議院選

挙で宮下市長は、公人としてではなく政治家個人

として自民党候補の応援演説をしたとあります

が、公人と政治家個人との区別の基準はどのよう

に判断するのでしょうか。

次に、市役所職員の採用の公平公正について質

問いたします。まず、市役所職員の採用試験の公

平公正のために、１次試験問題の作成と採点を財

団法人日本人事試験研究センターに委託している

とのことですから、さらに不正の入る余地をなく

するために、その委託した第三者機関に１次試験

の合格者を発表させるつもりはないか。

次に、特別職の職員の関係者の縁故採用の防止

のため、市長、議員等の特別職の三親等内の親族

の採用は禁止すべきではないか。

次に、市民から今年度宮下市長の三親等内の親

族の方が採用されたとの情報がありますが、事実

でしょうか。

次に、指定管理施設の人事の指導、関与につい

て質問いたします。さきの定例会で私の一般質問

の指定管理者の中で 「むつ市の退職者の実質上、

の天下りと思われるような人事や、下北自然の家

のような市長の親族の方だけが採用されるような

不適切な不公平な人事が行われた場合には、むつ

市は当然公表、指導関与すべきであると思うとこ

ろであります」という質問に対し宮下市長は、み

なみ農園開発の970万円の横領事件を踏まえ、基

本協定で代表者の変更、大幅な役員改正、組織改

正等が行われた場合には、指定管理者の人事に関

与せず、指定管理者から報告を受け、指定管理委

託契約を取り消す場合があるとしています。

そこでお尋ねします。具体的にはどのように報

告を受け、どのような場合に指定管理委託契約を

取り消すのでしょうかという私の質問に対し、理

、 、「 、事者は 条例施行規則第８条で 指定管理者は

その名称、代表者の氏名、主たる事務所地等の変

更があったときは、遅滞なく、市長に届け出なけ

ればならない」という規定で報告義務があるとし

ています。しかしながら、この規定は氏名、住所

の変更等の報告義務であります。どのように解釈

すれば代表者の変更、大幅な役員改正や組織改正

等の報告義務が出てくるのでしょうか。

次に、入札制度と談合、契約状況について。ま

ず、新聞報道によると、指名競争入札において落

札率が94％を超えると談合が推定されるとありま

すが、むつ市の指名競争入札において落札率が

94％を超えた場合が新庁舎、学校などの建設請負

契約等の入札等に見られます。

そこでお尋ねします。130万円以上の指名競争

入札において、請負契約の場合には、事前に入札

予定価格が公表され、委託契約の場合には、入札

予定価格が公表されない理由は何か。指名競争入

札において、請負契約の場合に事前に入札予定価

格が公表されることが94％を超える原因なのでは

ないか。指名競争入札において、むつ市内の建設

会社の大手５社だけが請負契約で入札資格を有す

る場合はどのような入札か。

次に、まさかりプラザ下北駅前店の事業費補助
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金330万円について。まさかりプラザ下北駅前店

の事業費補助金330万円は、お土産売り場という

商業施設に対する補助金であるから、民間企業の

経営を圧迫することになるのではないか。市長の

ご所見をお伺いいたします。

次に、政策統括参事について。第１に、政策統

括参事と副市長の職務の区別はどのようになされ

ているのか。

第２に、政策統括参事の職務の市政に与えた影

響、弊害はないのか。

第３に、政策統括参事の委嘱は副市長に匹敵す

る人事でありながら、工事検査員とともに非常勤

嘱託員費の中で処理するのは議会軽視ではない

か。

、 、第４に 非常勤嘱託員の政策統括参事の勤務日

勤務時間、給料、時間給は工事検査員と比較して

どのようになっているのか。簡単明瞭に具体的に

説明をお願いいたします。

次に、財政再建について。むつ市の現状を見れ

ば 平成20年度末時点で長期債務の合計額は690億、

円。ということは、生まれたばかりの赤ん坊から

介護を受けている高齢者まで含め、１人当たり

100万円以上の借金を負担することになります。

むつ市でオギャーと生まれれば100万円の借金を

負担することになるのです。国の借金と合計する

と790万円になります。さらに、実質的赤字比率

は、隠れ赤字33億円を加算すると48億円、そして

実質赤字比率は23％で、かの夕張市と同様、財政

再建団体に該当するのであります。すなわち、む

つ市は借金だらけで預金もなく、借金返済のため

に自転車操業をしている状態なのです。

そこでお尋ねします。まず、下北医療センター

の財政再建とむつ市の負担金について質問いたし

ます。さきの定例会の私の一般質問に対して、下

北医療センターの破産を避けるための経営健全化

計画の中、宮下市長は、メンタルヘルス病棟改修

費のため13億5,700万円のうち５億1,400万円は起

債を充当することになる、さらに元金５年間据え

置き、30年間償還で、むつ市の負担金は87％であ

ると答弁しております。

そこでお尋ねします。先月27日の本定例会の開

会日に宮下市長は、メンタルヘルス科診療棟改修

費は15億円程度と答弁しております。結局いつか

らいつまで年間幾らむつ市は負担するのか。元利

合計は幾らになるのでしょうか。正確な金額の提

示をお願いいたします。

次に、除雪費の増額と特別交付税等の増額につ

いて。この冬の大雪で除雪費の増額において特別

交付税及び国の経済対策に伴う交付金の活用は幾

らであったのか。

、 。次に 使用済核燃料税の今後の見通しについて

平成20年７月15日に宮下市長は、使用済核燃料税

について、庁内プロジェクトチームで年内にまと

め上げ、国・県との協議を進めながら事業者に理

解を求めていく、平成21年末か平成22年当初には

条例を制定しておきたいと述べております。とこ

ろが、平成22年当初の期限は既に過ぎ去り、９月

現在においても条例の提案すらできていない。こ

の公約を実現できなかった理由は何か。庁内プロ

ジェクトチームは、現在どのようなメンバーでど

のような活動をしているのか。課税標準の内容は

いつごろ決定されるのか。税率は５％なのか、３

％なのか。どの程度の税収を見込んでいるのか。

各関係機関との具体的協議にいつごろ入るのか、

国から同意はいつごろ得られるのか。課税のため

の条例制定はいつごろになるのか、簡単明瞭に説

明をお願いいたします。

次に、脇野沢のシィライン航路について、公設

民営化されると国の補助金が減る一方、船舶を買

い取る沿線自治体の負担額が増大するとのことで

す。今後どのように対応するのか説明をお願いい

たします。



- 169 -

次に、中間貯蔵施設オフサイトセンターについ

て。建設主体はむつ市ということですが、事業費

の総額は幾らか、むつ市の負担は幾らか、国の交

付金は幾らか、説明をお願いいたします。

次に、指定管理者制度について。まず、ウェル

ネスパークの指定管理についてであります。ドー

ム、プール等の建物の耐用年数は何年か。耐用年

数が経過した場合にどのように処理するのか。処

理費の見積額は幾らか 平成20年度に合計2,080万。

円の利益がありながら、平成21年度に前年同様の

１億1,400万円で契約した理由は何か。指定管理

料１億1,500万円から利益2,080万円を減額した

9,420万円で契約すべきであったのではないか。

平成20年度の2,080万円の利益が平成21年度で

400万円に減少した理由は何か。平成20年度の山

内土木株式会社の社員の統括管理者や施設の館長

を含めた７名の１人当たりの平均給料が年間

340万円であるのに対し、コナミスポーツの社員

の34名の指導員等の平均給料が年間170万円であ

るのはいかなる理由によるのか。

次に、陸上競技場等のむつ地区体育施設の指定

管理について質問いたします。平成21年度のスキ

ー場の収入が、この大雪で72万円の赤字というこ

とは赤字の理由はどこにあるのか。簡単明瞭に説

明をお願いいたします。

次に、前指定管理者みなみ農園開発の横領事件

について質問いたします みなみ農園開発の970万。

円の横領事件において、理事者は、平成21年10月

１日に横領の報告を受けたが、報告した理事長が

横領金を補てんすると書面で約束したので、信用

。して管理料500万円を支払ったということでした

ところが、みなみ農園開発の理事長は、いまだか

つて横領金を補てんしておりません。理事長に詐

欺罪が成立する可能性が高いので、理事長を刑事

告訴すべきであると思うところであります。宮下

市長のご所見をお伺いいたします。

次に、みなみ農園開発が刑事告訴しない場合に

は、むつ市が970万円を横領した当該理事を告発

するとのことですが、刑事告訴、告発の見通しは

どうか。

次に、破産管財人の集金回収状況からむつ市の

債権回収は困難であるとのことですが、７月27日

の青森地方裁判所の破産手続の説明会ではどのよ

うな結果になったのか、簡単明瞭に説明をお願い

いたします。

次に、脇野沢地区の廃棄物不法投棄について。

不法投棄関係者の刑事的、道義的、政治的、社会

的責任と企業名の公表について質問いたします。

まず、宮下市長は、不法投棄関係者は時効の成立

がなかったら刑罰の対象となることは明らかであ

ると言い、その後企業は旧脇野沢村との委託契約

に従って不法投棄しただけだから責任はないとし

ている。さらに、時効が成立したということは企

業の責任の度合いがはっきりしないと答弁してお

ります。企業名を公表しないために二転三転して

いるのではないかと思うところであります。いず

れが宮下市長のご所見でしょうか。

次に、不法投棄の原因について。平成４年旧焼

却場が使用不能となり、旧脇野沢村議会の総務文

教委員会が野焼き状況を視察し、今までどおり野

焼きをすることはやむを得ないとの結論に達しま

したという報告をしています。この時点で青森県

環境保健部からの野焼きは違法であるという指導

に従い野焼きをやめ、最終処分の埋め立てをすれ

ば、本件の６億2,000万円の損害を与える不法投

棄は防止できたのではないですか。さらに、企業

が社会的責任を果たし、不法投棄を告発していれ

ば不法投棄は防止できたのではないですか。企業

の責任は重いので、企業名を公表すべきと思うと

ころであります。市長のご所見をお伺いいたしま

す。

次に、道路整備について。さきの定例会の私の
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一般質問での私道整備補助金交付制度の多額の費

用について。年金暮らし等で費用の負担ができな

い方に配慮できないでしょうかという質問に対し

宮下市長は、町内会等の団体に対し補助金を交付

する制度であるので、団体構成員の経済状況を勘

案することはないと答弁しております。これでは

経済的弱者による町内会等の団体は、私道整備補

。 、助金交付制度を利用できなくなります その結果

公共の利用に供されている私道を舗装することが

できなくなります。結局経済的弱者がいるところ

は他の利用者がその分を負担せよということでし

ょうか。宮下市長のご所見をお伺いいたします。

最後に、町内会施設の維持管理費について質問

いたします。町内会の集会所の維持管理費は町内

会の負担であり、これに対してコミュニティセン

ターの維持管理費は市の負担となっております。

しかしながら、町内会の集会所はコミュニティセ

ンターと同様、市の福祉の増進と自主的活動を促

進し、利用対象を広く一般市民としておりますか

ら、町内会の集会所の維持管理費はコミュニティ

センターと同様市の負担とすべきであると思うと

ころであります。宮下市長のご所見をお伺いいた

します。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 新谷泰造議員のご質問にお

答えいたします。

まず１点目の市長の政治姿勢についての１点

目、下北医療センターが解散した場合にむつ市が

財政再建団体に陥る可能性について、数字を示し

て具体的に説明を求めたことに対する答弁につい

てですが、これまでも新谷泰造議員の一般質問に

対し答弁しておりますように、下北医療センター

では財政健全化法に基づく経営健全化計画を策定

し、本年２月の下北医療センター議会で承認の議

決がなされたところであります。経営健全化計画

では、各病院、診療所の経費の節減に努めるとと

もに、一般会計からの確実な繰り入れにより不良

債務を解消し、平成24年度で経営健全化基準であ

る資金不足比率20％を下回ることを目標とした計

画で、あわせて下北医療センターの組織の改編に

ついて検討を行うこととしております。

この組織の改編につきましては、一部事務組合

下北医療センターとしての運営はむつ総合病院の

みとして存続し、他の病院、診療所については各

市町村に移管するというもので、今後構成市町村

においても経営健全化計画に基づき検討、協議し

ていかなければならないものと考えております。

したがいまして、現在経営健全化計画に基づいた

不良債務の解消を進めている中で、下北医療セン

ターの解散という計画の方針に沿わないような仮

定の質問につきましては、これまでと同様にお答

えを差し控えさせていただきたいというのがお答

、 。えでありますので ご理解を賜りたいと存じます

次に、さきの定例会の一般質問において、むつ

総合病院の33億円の債務について、毎年の返済を

やめた理由と平成26年度以降の返済計画はどのよ

うになっているかとの質問に対して答弁拒否があ

ったとの質問ですが、このことについては一般質

問の内容をお聞きした際に触れられておらず、再

質問の機会もなかったことから答弁することがで

きなかったものであり、改めてお答えしたいと存

じます。

初めに、毎年の返済についてのお尋ねについて

ですが、市はこれまで一般会計の赤字解消計画の

中、むつ総合病院の第５次病院事業経営健全化措

置に伴う不良債務解消のための負担に続いて現在

は下北医療センターの公立病院改革プランに基づ

いた川内、大畑及び脇野沢の３診療所の不良債務

解消を最優先として取り組んでいるところであり

ます。むつ総合病院の33億円の債務負担の返済に
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ついては、市の財政負担の平準化を図る意味から

も、公立病院改革プランが終了する平成26年度以

降を予定しておりますので、ご理解を賜りたいと

存じます。

また、平成26年度以降の返済計画については、

市の中長期的な財政状況等を見きわめながら策定

してまいりたいと考えておりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

次に、不法投棄関係者の道義的責任について、

それぞれの判断にゆだねざるを得ないという答弁

ははっきりと答えていないとのご質問であります

が、今までの定例会で、既に時効が成立しており

責任は問えないこと、法的な責任追及ができない

ことは何度もお答えしております。道義的な責任

につきまして、不法投棄関係者がそれぞれの判断

によりどのようにとらえるかはそれぞれの判断に

ゆだねざるを得ないものと考えておりますので、

ご理解を賜りたいと存じます。

次に、私の政治姿勢についての第２点目、さき

に行われました参議院選挙においての私の対応に

ついてであります。このたびの選挙は、政権交代

後初めての国政選挙であり、首相が交代する中、

これまでの国政運営に対して国民がその思いを直

接反映させることができる重要な選挙であったと

思っております。選挙期間中、特定の候補者の街

頭演説に立たせていただきましたが、現在の厳し

い経済情勢の中、国民、そして我がむつ市民の幸

せを第一に考え、候補者が掲げる政策や人柄、そ

してこれまでの私的なつき合いなどを十分に考慮

したうえで、市長としての公務の立場ではなく、

あくまでも政治家である私自身の政治信条に基づ

き行ったものであります。

次に、ご質問の第３点目、市役所職員の採用の

公平公正についてお答えいたします。まず、日本

人事試験研究センターと……

〇議長（村中徹也） 暫時休憩いたします。

午後 ２時４８分 休憩

午後 ３時００分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 次に、ご質問の第３点目、

市役所職員の採用の公平公正についてお答えいた

します。

まず、日本人事試験研究センター等第三者機関

に１次試験の合格発表をさせるつもりはないかと

のご質問ですが、日本人事試験研究センターの受

託業務は１次試験の点数処理までとなっており、

合格者を発表する業務は受託できないとのことで

ありますし、そもそも１次試験の合格者を何名に

するかは私の専権事項でありますので、今後も合

格者の決定及び結果発表を第三者機関に委託する

つもりはございません。

次に、市長、議員等の三親等内親族の採用は禁

止すべきではないかとのご質問についてでありま

すが、採用を禁止することは憲法第22条に保障す

る職業選択の自由を侵すことになりますし、そも

そも地方公務員法第13条に規定する平等取扱の原

則にもとることになると考えます。新谷泰造議員

が問題とされているのは、そういう方々が縁故採

用されることであると思いますが、採用は複数の

多様かつ厳格な評価目線のもとに決定されるもの

であり、そういう事実は一切生じ得ないわけであ

りますので、そのような禁止措置をとる必要は全

くないものと考えます。

次のご質問の私の三親等内の親族の採用につい

ては副市長から、またご質問の４点目、指定管理

施設の人事の指導、関与の効果、処理については

総務政策部長から答弁いたします。

次に、ご質問の第５点目、入札制度と談合、契
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約状況についてお答えいたします。工事請負契約

及び業務委託契約における予定価格の事前公表に

ついてのご質問でありますが、平成13年３月に閣

議決定された公共工事の入札及び契約の適正化を

図るための措置に関する指針により、一層の透明

性の確保、公正な競争の促進、不正行為の排除の

徹底が求められたことを受け、平成14年６月にむ

つ市公共工事予定価格事前公表事務取扱要領を制

定し、130万円を超える工事請負契約に係る予定

価格を事前公表し、入札を実施してきたところで

あります。それまで非公表としてきた予定価格を

事前公表することとしたのは、公共工事の積算基

準に係る各種資料の公表が進み、相当程度の積算

能力があれば、これらの資料に基づいて予定価格

の類推がある程度可能になっていること、また全

国的に官製談合など予定価格の漏えいをめぐる事

件が後を絶たないことから、その防止を図るため

に行ったものであります。

一方、業務委託につきましては、公共工事のよ

うに積算基準が公表されておらず、また毎年度ほ

ぼ同じ内容の仕様で業務が行われることが予想さ

れ、予定価格を公表した場合、次年度以降の予定

価格が容易に類推でき、その結果、業者の見積も

り努力を損なわせ、その価格が目安となって契約

金額が高どまりになるなど、入札の意義、目的が

損なわれることから、工事請負契約と同等に扱う

ことはできないものと判断し、予定価格を公表し

ないこととしております。

次に、予定価格を事前公表していることが落札

率94％を超える理由ではないかとのお尋ねであり

ますが、さきのむつ市議会第204回定例会におけ

る新谷泰造議員のご質問と関連があり、答弁が一

部重複いたしますが、ご了承願います。

予定価格の公表と落札率の関連性につきまして

は、公表を開始した以前のデータは把握していな

いため比較はできませんが、平成17年度から平成

21年度までの５年間は平均落札率92％から95％で

推移しております。また、参考ではありますが、

国土交通省が平成14年度に47都道府県と12政令指

定都市を対象に実施した調査によれば、公表した

工事での落札率については半数以上の発注者がわ

ずかながら低下したと回答したものの、大きな変

化は見られていないとの結果が出ております。

これらの実態から、事前公表による入札の競争

性は維持されておりますし、その結果落札率が

94％を超えているということに関しましては、市

が適正かつ合理的に設定した予定価格に基づき、

それぞれの業者が工事目的物の品質等を十分に考

慮して入札した結果の数字であると受けとめてお

ります。

次に、指名競争入札において大手５社だけ指名

される場合はどういう工事なのかとのお尋ねであ

りますが、むつ市指名競争入札参加者の資格に関

する規則により、発注金額が4,000万円以上の建

築一式工事は、最上級であるＡ等級にランクづけ

された市内業者を指名することを基本としており

ます。今年度建築一式工事のＡ等級にランクづけ

された市内業者は全部で５社でありますが、いず

れの業者も官公庁等発注工事における元請実績が

あり、工事成績も高く評価されております。ご質

問の工事は、発注金額が4,000万円以上の建築一

式工事でありますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

次に、まさかりプラザ下北駅前店の事業補助金

330万円についてのご質問にお答えいたします。

ことしは、青森県民にとって平成14年の新幹線八

戸駅舎開業に続いて東北新幹線全線開業という長

年の夢が実現する記念すべき年に当たり、さらに

12月の開業に合わせて大湊線にハイブリッド型リ

ゾート列車の運行も予定されており、新幹線が直

接むつ市に乗り入れるわけではありませんが、下

北地域においでになる観光客の増加が期待される
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年であります。市では、平成21年大湊線下北駅舎

の完成に伴い、東北新幹線全線開業に向けた観光

のベース基地として、むつ市観光案内所を開設し

たところであります。しかしながら、観光客から

はお土産や手軽な飲み物、お弁当などを手に入れ

ることのできる物産館のような販売所の要望が寄

せられていたことから、お客様のニーズにどのよ

。 、うにこたえるか検討してまいりました その結果

関係団体のご協力により、現在の場所にまさかり

プラザ下北駅前店を５月１日より開業することが

できたものであります。

ご質問は、お土産品売り場は商業的施設であっ

て、補助は民間企業への圧迫とならないかという

ことでございますが、下北物産協会は商業団体で

はありますが、むつ下北地区の会員100人余りの

皆様で構成されている公益法人でございます。東

北新幹線全線開業の関連事業として下北物産協会

からの東北新幹線全線開業まさかりプラザ下北駅

前店事業について補助申請いただき、設備費及び

管理費の一部として補助しているものであります

ので、ご理解を賜りたいと思います。

次に、ご質問の第７点目、政策統括参事につい

てお答えいたします。まず、政策統括参事と副市

長の職務の区分についてでありますが、副市長は

地方自治法第161条第１項で地方公共団体に置く

こととされ、第167条で市長を補佐し、その補助

機関たる職員の担任する事務を監督することとさ

れている職であり、市長の代決及び専決権限を有

する職でありますが、政策統括参事は地方公務員

法第３条第３項第３号の規定に基づく地方公共団

体に任意に置くことができる非常勤特別職で、決

裁権限等は与えられていない職であります。政策

統括参事の職務は、政策推進の統括に関する業務

としておりまして、具体的には庁議や政策調整会

議及び予算ヒアリング等の庁内の施策形成関係及

び予算編成関係の場に参加し、また対外的にはお

でかけ市長室等の公聴の場にも出席し、自身のこ

れまでの行政経験をフルに生かしていただきなが

、 、ら 施策の方向性等についてぶれがないよう助言

調整、統括する役職であり、市の施策形成及び実

施過程でかなめとなる職であります。

、 、次に 政策統括参事の職務の市政に与えた影響

弊害はないかというご質問でございますが、団塊

世代の大量退職が続き、長く行政に携わった方々

の行政経営能力や知見が毎年数十人単位で失われ

ていく中、政策統括参事の果たす役割は重要であ

りまして、実際政策調整会議における種々の計画

の策定過程などにおいて適時適切な指導力を発揮

、 。していただいておりまして 弊害はございません

次に、政策統括参事の委嘱は副市長に匹敵する

ので、非常勤嘱託員費で処理するのは議会軽視で

はないかとのご質問でございますが、職員の任用

については、常勤か非常勤か、一般職か特別職か

という身分の相違に応じて規定しておりまして、

従来から殊さらその職に応じて別建てで規定する

取り扱いはしておりませんので、任用形態を同じ

くする工事検査員とともに規則で規定したところ

でございます。

非常勤嘱託員の報酬は、従来から人事管理費の

報酬から支弁することとしていたものであること

から、予算もそれに沿った取り扱いをしたもので

ありますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、政策統括参事の勤務日、勤務時間、給料

等は工事検査員と比してどうなっているのかとの

ご質問でございますが、勤務日及び勤務時間は両

者とも規則に規定するとおりでありまして、常勤

職員の４分の３という考え方を基本に、勤務日は

４週間につき20日以内、勤務時間は１週間当たり

29時間10分を超えず、かつ１日当たり７時間45分

以内としております。なお、報酬は月額とし、予

算の範囲内で市長が別に定めることとしておりま

して、工事検査員は月額20万円、政策統括参事は
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月額25万円としておりますので、ご理解賜りたい

と存じます。

次に、財政再建についてのご質問の１点目、下

北医療センターの財政再建とむつ市の負担につい

てであります。むつ総合病院メンタルヘルス科診

療棟改築事業につきましては、当初財源を企業債

を活用しての起債事業として計画されておりまし

たが、県の災害拠点病院としての指定を受けてい

る状況にもかんがみ、国・県に対し、財政的な支

援について要請を行ってきたところであります。

今回このような働きかけが実り、国の経済危機対

策に係る医療施設耐震化臨時特例交付金、さらに

は公共投資の円滑な実施を目的とした地域活性化

公共投資臨時交付金の活用について事業の採択を

いただき、事業費の約６割弱を補助金で賄うこと

ができることとなりました。これによって企業債

の発行が大幅に抑えられることとなり、病院事業

の経営にも大きな財政効果が得られるものと期待

を寄せているところであります。

、 、なお これに係る市の負担及びご質問の２点目

除雪費の増額と特別交付税の増額については、担

当からお答えいたします。

次に、使用済核燃料税の今後の見通しについて

お答えいたします。まず１点目の使用済燃料税の

創設時期について、平成22年当初には課税条例を

制定しておきたいとのことであったが、既に期限

が過ぎており、実現できなかった理由は何かとの

お尋ねであります。平成21年３月、国の安全審査

が長引いていることを理由に、中間貯蔵施設の着

工時期が平成21年４月から平成22年上期へ、また

操業開始が平成22年12月から平成24年上期へそれ

ぞれ延期となったことに伴い、新税創設スケジュ

ールを変更したものです。平成24年に予定されて

おります操業開始に伴う課税に支障を来さないよ

う、早い時期に課税条例を制定したいと考えてお

ります。

２点目の庁内プロジェクトチームの活動状況に

ついてでありますが、税務課を初めとする職員９

名で構成された新税創設事業推進プロジェクトチ

ームは、活動期間の平成20年６月から平成22年３

月までの約２年間に９回の会議を開催、新税創設

に係る問題点の解決や課題の研究を行い、課税条

例等の素案を作成しております。今後各関係機関

との本格的な協議や交渉を進める中で、おのおの

が連携をとり、新たに生じる課題の解決に取り組

んでいかなければならないものと考えておりま

す。

３点目の課税標準の内容についてであります

が、原子核分裂をさせる前の燃料集合体に含まれ

るウランの重量と考えております。原子核分裂を

させる前のウラン重量とした理由は、使用済燃料

に含まれる原子核分裂後のウランの重量や原子核

分裂によって新たに発生するプルトニウムの重量

を正確に計測することは技術的に困難であるため

です。

４点目の税率及び税収をどのように見込んでい

るかについてでありますが、その詳細につきまし

ては、今後事業者との交渉の中で打ち出していか

なければならないものでありますので、公表等に

つきましては、いま少しお待ちいただきたいと存

じます。

５点目の各関係機関との具体的な協議をいつか

ら行うのかについてでありますが、法定外税の創

設に当たりましては、納税義務者の了承が肝要で

あり、これまでも申し上げておりますが、事業者

との相互理解を第一義とし、十二分な協議を重ね

てまいらなければならないと考えております。こ

れまで事務担当者による情報交換等を行ってまい

りましたが、８月31日の中間貯蔵施設の本体着工

を契機といたしまして、これまでの検討結果をも

とに本格的な協議に入りたいと考えております。

６点目の国からの同意はいつ得るのか、また７
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点目の課税条例はいつごろになるのかについてで

ありますが、今後協議が調い次第、課税のための

条例を制定し、国から同意を得るための手順を踏

んだ後、平成24年７月予定の中間貯蔵施設の操業

開始に合わせて課税権を行使できるよう事務を進

めてまいりますので、議員各位のご理解とご協力

を賜りたいと存じます。

次に、４点目の脇野沢のシィライン航路につい

て、シィラインが公設民営化されると国の補助金

が減る一方、船舶を買い取る自治体の負担額が増

大するが、市としては今後どのように対応してい

くのかとのお尋ねにお答えいたします。

シィライン株式会社が運営する青森―佐井航路

は、国、県、むつ市及び佐井村の補助を受けなが

ら運航している離島航路でありますが、現在の航

路の運営に係る問題点を把握分析し、航路経営の

将来見通し、運営の改善方策等について検討し、

航路改善計画を策定することを目的に、国主導の

もとに、去る５月13日、青森佐井航路改善協議会

。 、が設置されたところであります この協議会では

航路運営の合理化のための措置とあわせて、利用

者にとってサービス改善につながる施策や利便性

の向上、利用増加策の検討のほか、公設民営化に

よる船舶の買い取りの可能性に係る検討などもテ

ーマの一つとしながら、来年１月ごろをめどに航

路改善計画を策定することとしております。

議員お話しのとおり、８月25日に行われた第２

回協議会において事務局である東北運輸局から公

設民営にすると仮定した場合 新しく建造した ポ、 「

ーラスター」の減価償却が終了する平成34年度ま

でを対象とした期間において、国の負担が減り、

地方の負担がふえるという試算が示されておりま

す。厳しい財政環境は、国も地方自治体も同様で

ありますが、市としては負担のふえる公設民営に

ついては慎重に対応していくとともに、運営の合

理化策や利用増加策等により負担軽減につながる

ような航路改善計画が策定されるよう努力してま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

次に、財政再建についてのご質問の第５点目、

中間貯蔵施設オフサイトセンターについてお答え

いたします。使用済燃料中間貯蔵施設に係るオフ

サイトセンターの事業費については、これからの

実施設計に基づいて算出されることになります

が、参考までに申し上げますと、平成20年６月に

試算した備品関係及び外構工事費を除く本体工事

費で約７億円となっております。ただし、この試

算後既に２年余りを経過しておりますので、物価

変動等により事業費の変動が予想されます。

事業費の負担方法につきましては、オフサイト

センター部分は国の原子力発電施設等緊急時安全

対策交付金が充当され、市の防災施設部分は市の

負担となりますが、１階のエントランスホール、

廊下、トイレ等の共用施設及び外構工事費につい

ては、本体部分の面積案分により国と市がそれぞ

れ負担することとなります。先ほども申し上げま

したとおり、具体的な負担割合や金額については

実施設計後でないと算出できませんが、平成20年

６月時点での試算の面積案分による負担割合は国

が７割、市が３割となっておりますので、ご理解

賜りたいと存じます。

次に、指定管理者制度についての１点目のウェ

ルネスパークの指定管理についてと、２点目の陸

上競技場等のむつ地区体育施設の指定管理につい

ては、担当からお答えいたします。

次に、みなみ農園開発の970万円の横領事件の

損害金の回収状況と刑事告訴及び告発の見通しに

ついてのご質問の１点目、市はみなみ農園開発の

代表理事を刑事告訴できるのではないかとのご質

問でありますが、むつ市営牧野の指定管理者であ

りました農事組合法人みなみ農園開発につきまし

ては、これまで事件発生以来定例会等で報告及び
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ご答弁申し上げておりますが、平成21年10月１日

付で農事組合法人みなみ農園開発から提出された

事件報告及び経理事務改善計画では、今回の指定

管理は平成22年３月までの契約であることから、

それまでは責任を持って全うするというものであ

り、改善策として指定管理業務に支障が生じない

、 。よう融資を受け 対応するとのことでありました

これに対し市では、預託牛の飼養管理について、

預託農家が不安を持たないようにするため、10月

13日付で指定管理業務改善勧告をいたしておりま

す この勧告に対し みなみ農園開発から10月22日。 、

付で11月10日までに代表理事が指定管理業務継続

のため被害額の一部として500万円を組合に補て

んするとの回答がありましたが、その後補てん等

の具体的な対策が示されないことから、市では指

定管理業務の継続は不可能と判断し、11月30日を

もって指定管理者の指定を取り消し、当該法人に

対し、返還金及び違約金を請求したところであり

ます。

このようなことから、市では弁護士とも相談い

たしましたが、当該法人が提出した改善計画書で

代表理事が融資を受けて補てんするとしたことが

できなかったことに対して、詐欺罪として立証す

ることは難しいとのことでありますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、刑事告訴の見通しにつ

いてでありますが、このことにつきましては、む

つ市議会第204回定例会におきましてお答えして

おりますとおり、当該理事を市は告訴することは

できないが、既に代表理事が告訴について警察に

相談していると伺っており、警察の調査も進めら

れていることから、その動向を見ながら対応して

まいりたいと考えておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

ご質問の３点目、７月27日に開催された債権者

説明会の内容につきましては、担当よりお答えい

たします。

次に、ご質問の第４点目、脇野沢地区の廃棄物

不法投棄についてのご質問にお答えいたします。

、 、 、 、まず 不法投棄関係者の刑事的 道義的 政治的

社会的責任と企業名の公表についてのご質問であ

ります。これまでの答弁を踏まえて、不法投棄に

係る企業の責任についての私の所見を矛盾なく示

せとのご質問と受けとめました。

まず、１つ目と２つ目の答弁をまとめますと、

不法投棄関係者は時効の成立がないとしたら刑罰

の対象となることは明らかであり、当然不法投棄

した業者等企業も対象となるが、企業は旧脇野沢

村との委託契約に従って投棄したものであり、委

託業務の履行という点に限って責任の追及はでき

ないという所見であります。そして、さきの定例

会でお答えいたしましたのは、既に時効が成立し

ており、時効成立ということは、そもそも責任を

問えないことである、そのように責任の有無、度

合いを判別できない企業名を公表することは、そ

の企業に不利益を与えることになるという所見で

ありまして、首尾一貫何ら矛盾のない答弁と考え

ておりますので、ご理解賜りたいと存じます。

次に、ご質問の不法投棄の原因についての１点

、 、目 県からの野焼きは違法であるとの指導に従い

最終処分場に埋め立てをしていれば６億2,000万

円の損害を防止できたのではないかについてお答

えいたします。これまでの行政報告や一般質問で

のお答えのとおり、旧焼却場が使用不能となり、

当時の判断で新焼却場運転開始までの代替地とし

ていたものであり、結果として適切な処理ではな

かったものであります。

次に、議員ご指摘の２点目、不法投棄にかかわ

る企業が旧脇野沢村の不法投棄を告発していれば

防止できたのではないか、企業の責任は重いので

はないかとのご質問でありますが、これにつきま

しても、むつ市議会第204回定例会においてお答
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えしているとおり、それぞれの企業の判断にゆだ

ねざるを得ないと考えておりますので、ご理解を

賜りたいと存じます。

５点目の道路整備について、私道整備補助金交

付制度と利用者救済についてのご質問にお答えい

たします。個人の経済状況を勘案して、利用者救

済できないかということにつきましては、私道整

備補助金交付制度という町内会及び地域住民が組

織する団体が行う道路整備に要する経費について

補助金を交付する制度でありますので、運用に当

たって個人の経済状況を勘案することまで立ち入

。 、ることはできません 利用者救済につきましては

未整備の市有地道路と同様に毎年砂利敷や除雪作

業などを行っておりますので、ご理解賜りたいと

存じます。

次に、ご質問の６点目、町内会施設の維持管理

についてでありますが、集会所とコミュニティセ

ンターの維持管理の負担については、担当からお

答えいたします。

〇議長（村中徹也） 副市長。

（野戸谷秀樹副市長登壇）

〇副市長（野戸谷秀樹） 市長の親族の採用のご質

問について、昨年の採用試験において試験員を務

めました私から客観的な事実関係をお答えさせて

いただきます。

ご指摘の親族は、昨年実施したむつ市職員の第

１次、第２次の競争試験で良好な成績を得て、本

年４月１日付で正職員として新規採用しておりま

す。何分前途ある若い職員にかかわることでもあ

り、優しい目線を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 総務政策部長。

〇総務政策部長（阿部 昇） 市長の政治姿勢につ

いての４点目、指定管理施設の人事の指導、関与

の効果、処理についてのご質問にお答えをいたし

ます。

条例施行規則の条文をどのように解釈すれば代

表者の変更、役員改正、組織改正が行われた場合

に届け出を義務づけたものと読み取れるのかとい

う趣旨のご質問でございますが、まずむつ市公の

施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条

例施行規則第８条は、本年３月31日に改正してお

。 、ります 改正後の条文をそのまま読み上げますと

「指定管理者は、その名称、代表者の氏名又は主

たる事務所の所在地等に変更があったときは、変

更届書により、遅滞なく、市長に届け出なければ

ならない」と規定しております。指定管理者の代

表者の変更は、代表者の氏名に変更があったとき

であり、組織改正は有限会社や株式会社となる等

団体の名称に変更があったときであります。これ

らは、条文からそのまま読み取れるものですが、

大幅な役員改正等の場合は、条文の「主たる事務

所の所在地等」の「等」に含めた形としておりま

す。これは、指定管理団体が団体規模を拡大、縮

小したり活動内容の変更をしたり、その性格を変

更するような改正を行う場合が他にも考えられる

ことから、その部分を「等」ですべて包括させる

意味合いでありまして、実際に変更届を提出させ

る場合の範囲の設定につきましては、運用方針で

施設の各所管課に示し、指定管理者へも所管課を

通じ周知徹底する措置をとっておりますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

ご質問の６点目、町内会施設の維持管理につい

てお答えいたします。新谷泰造議員のご質問の趣

旨は、各町内会の集会所の運営については、コミ

ュニティセンターと同様に市民の福祉増進と自主

的活動を促進し、利用対象者を広く一般市民とし

ていることから、その維持管理費についてもコミ

ュニティセンター同様市の負担とすべきではない

かとのことかと思います。さきのむつ市議会第

204回定例会においてもご説明いたしましたとお

り、集会所は地域住民により組織された町内会が

自主的活動のために建設し、管理運営している施
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設であります。集会所の具体的な利用範囲や利用

料などにつきましても、各町内会それぞれの判断

により基準を定めて対応しているものと認識して

おります。このようなことから、その維持管理に

係る経費につきましては、各町内会にご負担をい

ただいているところでありますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） ３番。

〇３番（新谷泰造） 時間が来ましたので、今回は

これで一般質問を終わりたいのですけれども、よ

ろしくお願いいたします。

〇議長（村中徹也） これで、新谷泰造議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（村中徹也） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明９月14日は石田勝弘議員、目時睦男議

員、浅利竹二郎議員、野呂泰喜議員の一般質問を

行います。

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時３０分 散会
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